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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1)　連結経営指標等

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期

決算年月 平成21年３月平成22年３月平成23年３月平成24年３月平成25年３月

売上高 （百万円） 129,370107,38495,409 75,173 82,552

経常利益 （百万円） 2,221 1,176 1,081 1,813 1,569

当期純利益 （百万円） 1,203 632 577 889 754

包括利益 （百万円） － － 469 1,003 812

純資産額 （百万円） 11,347 12,009 12,206 13,768 14,238

総資産額 （百万円） 54,503 53,849 42,126 49,088 48,296

１株当たり純資産額 （円） 597.78 611.33 616.31 614.15 634.85

１株当たり当期純利益金額 （円） 66.74 34.09 30.83 44.52 34.65

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 19.78 21.25 28.10 27.25 28.63

自己資本利益率 （％） 11.58 5.69 4.96 7.06 5.55

株価収益率 （倍） － 9.94 10.87 8.71 11.05

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 2,911 1,005 945 1,132 1,177

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △435 △203 △184 △941 △1,017

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △751 △125 △256 727 △506

現金及び現金同等物の
期末残高

（百万円） 5,431 6,104 6,605 7,522 7,176

従業員数 （名） 900 921 911 956 935

［ほか、平均臨時雇用者数］ 　 [43] [34] [25] [19] [28]

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため、算出しておりません。

３　株価収益率は、第65期までは株式を上場していないため、算出しておりません。

４　従業員数は、就業人員数を表示しております。
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(2)　提出会社の経営指標等

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期

決算年月 平成21年３月平成22年３月平成23年３月平成24年３月平成25年３月

売上高 （百万円） 119,18598,478 86,222 71,350 78,423

経常利益 （百万円） 2,234 1,064 1,015 1,509 1,322

当期純利益 （百万円） 1,479 647 591 1,280 710

資本金 （百万円） 1,139 1,176 1,176 1,585 1,585

発行済株式総数 （千株） 18,220 18,720 19,207 21,782 21,782

純資産額 （百万円） 9,343 10,038 10,477 12,389 12,812

総資産額 （百万円） 44,096 48,129 36,702 44,621 44,344

１株当たり純資産額 （円） 518.15 536.26 545.50 568.83 588.23

１株当たり配当額 （円） 13.00 13.00 13.00 15.00 13.00

（１株当たり中間配当額） 　 (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額 （円） 82.05 34.91 31.59 64.04 32.60

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 21.19 20.86 28.55 27.77 28.89

自己資本利益率 （％） 16.79 6.69 5.77 11.20 5.64

株価収益率 （倍） － 9.71 10.60 6.06 11.75

配当性向 （％） 15.84 37.24 41.15 23.42 39.87

従業員数 （名） 622 635 635 685 674

［ほか、平均臨時雇用者数］ 　 [51] [50] [47] [48] [48]

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため、算出しておりません。

３　株価収益率は、第65期までは株式を上場していないため、算出しておりません。

４　従業員数は、就業人員数を表示しております。

５　第68期の１株当たり配当額15.00円には東京証券取引所市場第一部指定の記念配当2.00円を含んでおります。
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２ 【沿革】

昭和21年８月東京都千代田区神田須田町において八洲電機商会を創業

昭和22年４月株式会社八洲電機商会に組織変更

昭和25年３月株式会社日立製作所と日立特約店契約証書を締結

昭和31年12月本社を港区芝田村町(現 港区新橋)の現在地に移転

昭和35年２月八洲電機株式会社に商号変更

昭和37年７月中国連絡所 開設(現 岡山支店)

昭和38年10月広島事務所 開設(現 中国支社)

昭和43年10月徳山出張所 開設(現 周南営業所)

昭和45年５月大阪連絡所 開設(現 関西支社)

昭和47年１月日立連絡所 開設(現 日立営業所)

昭和49年12月建設業法に基づく建設大臣許可(特-49)第5842号を取得

昭和50年６月千葉連絡所 開設(現 千葉営業所)

昭和50年11月水島出張所 開設(現 倉敷営業所)

昭和51年９月サービス部門を分離し、八洲電機サービス株式会社(昭和62年７月 八洲エンジニアリング株

式会社に商号変更、現　株式会社ヤシマ・エコ・システム)を設立

昭和51年９月茨城冷機株式会社を飯村機電工業株式会社との共同出資により設立

昭和59年４月長野電子部品事務所 開設(現 長野電子営業所)

昭和59年５月堺連絡所 開設(現 堺営業所)

昭和63年２月佐世保連絡所 開設

昭和63年２月株式会社中国パワーシステム(現 連結子会社)を設立

平成４年３月関西物流センター 開設

平成８年５月茨城営業所 開設

平成10年11月中部事務所 開設(現 知多営業所)

平成11年４月横浜電子営業所 開設

平成11年６月有限会社テクノエイトを八洲エンジニアリング株式会社が設立

平成12年３月株式会社サイエンテックを八洲エンジニアリング株式会社他との共同出資により設立

平成12年３月千住別館 開設

平成13年１月子会社茨城冷機株式会社を吸収合併

平成15年７月八洲エンジニアリング株式会社から株式会社ヤシマ・エコ・システム(現 連結子会社)に商

号変更

平成16年４月有限会社テクノエイトから株式会社テクノエイト(現 連結子会社)に組織変更

平成16年10月大成電機株式会社と合併

平成18年６月Hong Kong Yashima Denki Limited(香港八洲電機有限公司)(非連結子会社)を設立

平成19年６月株式会社サイエンテックの株式を全株譲渡

平成21年６月東京証券取引所市場第二部に上場

平成23年４月シンガポール事務所　開設

平成23年７月麻布別館　開設

平成23年10月幸栄電機株式会社(現　連結子会社)を全株式取得により子会社化

平成23年12月東京証券取引所市場第一部銘柄に指定

平成24年４月九州営業所開設

平成24年10月東北営業所開設

平成24年10月シンガポール事務所を廃止し、Yashima Denki Singapore Pte.Ltd.(非連結子会社)を設立

平成24年12月八禧洲（上海）?机商?有限公司(非連結子会社)を設立
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社及び連結子会社４社並びに非連結子会社３社で構成され、主に電気機器、電子情報

機器、電子デバイス、産業用設備、空調関連機器等を取り扱っております。各事業における当社及び関係会社

の位置づけ等は次のとおりであります。なお、セグメントと同一の区分であります。

(システム・ソリューション事業)

当事業は、プラントシステム、産業システム、社会システムの３分野において製品の販売、システム設計、

施工、工事、検査、保守、サービスを行っております。プラントシステム分野では基幹素材産業において生産

設備機器の導入や工事の企画・提案から設計・施工、産業システム分野では様々な業界の生産現場におい

てその業界にマッチしたニーズを実現する技術力でトータルソリューション、環境、省エネ、安全の向上等

を、社会システム分野では民間鉄道、国土交通省、地方自治体を中心に、社会生活基盤を支えるインフラの整

備・構築を、それぞれ３分野における提案及びコンサルティング、セールスを展開しております。なお、取扱

製品は以下となります。

①プラントシステム

鉄鋼システム、受変電・配電設備、圧延設備、自家発電機設備、石油・化学・エネルギープラント並

びにこれらに関わるコンサルテーション、エンジニアリング

②産業システム

薬品・食品・紙パルプ・精密電子などの電源設備・生産設備及び関連機器、空調設備、照明設備、セ

キュリティシステム並びにこれらに関わるコンサルテーション、エンジニアリング

③社会システム

鉄道関連システム、公共システム、空港関連システム、上下水道設備並びにこれらに関わるコンサル

テーション、エンジニアリング

＜主な関係会社＞㈱ヤシマ・エコ・システム、㈱中国パワーシステム、㈱テクノエイト、幸栄電機㈱、

Yashima Denki Singapore Pte.Ltd.、八禧洲（上海）?机商?有限公司

　
（電子デバイス・コンポーネント事業）

当事業は、産業機器、製造機器及び携帯電話、アミューズメント分野における半導体、電子部品、電子機器

及びソフトウエア等の製品の販売、並びに専用半導体、ソフトウエアの開発支援、基板製品等の開発におけ

る、提案及びコンサルティング、セールスを展開しております。なお、取扱製品は以下となります。

システムLSI、汎用マイコン、LCDドライバ、信号処理LSI、汎用半導体、半導体メモリ、その他半導体、パワー

デバイス、液晶、コンポーネント

＜主な関係会社＞㈱テクノエイト、Hong Kong Yashima Denki Limited(香港八洲電機有限公司)、

Yashima Denki Singapore Pte.Ltd.、八禧洲（上海）?机商?有限公司
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以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の

所有割合

(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

㈱ヤシマ・エコ・システム 東京都足立区 100
システム・

ソリューション事業
100.0

当社が販売した商品の据付、

保守サービスを行っており

ます。なお、当社所有の建物

を賃借しております。また、

当社からグループ内融資を

行っております。

役員の兼任等…兼任１名

㈱中国パワーシステム 広島県広島市中区 30
システム・

ソリューション事業
66.7

当社は情報機器等を販売し

ております。

役員の兼任等…兼任１名

㈱テクノエイト 東京都港区 10

システム・

ソリューション事業

電子デバイス・

コンポーネント事業

100.0

(30.0)

当社及び子会社へ人材派遣

及び業務請負を行っており

ます。

役員の兼任等…兼任１名

幸栄電機㈱ 広島県広島市安佐北区 10
システム・

ソリューション事業
100.0

当社は保守サービス等を行

い、また、当社から制御盤等

の製作を請け負っておりま

す。

役員の兼任等…兼任０名

(注) １　「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２　議決権の所有割合の(内書)は、間接所有割合で内数であります。

３　特定子会社に該当する会社は、ありません。

４　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社は、ありません。
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５ 【従業員の状況】

(1)  連結会社の状況

平成25年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

システム・ソリューション事業 712 (4) [25]

電子デバイス・コンポーネント事業 84 (－) [2]

全社（共通） 139 (－) [1]

合計 935 (4) [28]

(注) １  従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を（外書）で表示し、臨時従業員の年間平均雇用人員は[外書]で表示しております。

２  臨時従業員は、派遣社員及びパートタイマーであります。

３  全社（共通）は、特定セグメントに区分できない管理部門の従業員であります。

　

(2)  提出会社の状況

平成25年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

674 (2) [48] 41.1 16.3 5,740,887

　

セグメントの名称 従業員数(名)

システム・ソリューション事業 476 (2) [32]

電子デバイス・コンポーネント事業 79 (－) [5]

全社（共通） 119 (－) [11]

合計 674 (2) [48]

(注) １  従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を（外書）で表示し、臨時従業員の年

間平均雇用人員は[外書]で表示しております。

２  臨時従業員は、派遣社員及びパートタイマーであります。

３  全社（共通）は、特定セグメントに区分できない管理部門の従業員であります。

４  平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3)  労働組合の状況

当社グループ従業員は、労働組合を結成しておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1)　業績

当連結会計年度における日本経済は、長引く円高と中国・欧州等の世界経済の減速などにより輸出

が伸び悩み、企業の設備投資や個人消費が低迷しました。また、貿易収支が大幅な赤字になるなど、経

済活動は停滞を余儀なくされました。しかし、昨年末以降、円安・株高が進むなかで政府の経済政策に

対する期待感から輸出関連を中心に幅広い業種で景況感は改善の兆しが見られます。

このような状況下において、当社グループは市場環境の変化と顧客ニーズを的確に捉えた省エネ・

高効率化の提案営業を推し進めてまいりました。国内においては、「九州営業所」・「東北営業所」

の開設、海外においては、「シンガポール」・「上海」に現地法人を設立するなど積極的に営業基盤

の拡大を行いました。しかしながら、アミューズメント分野及び鉄道関連の設備投資の回復などが

あったものの、鉄鋼関連を中心に工事案件等が減少いたしました。

その結果、当連結会計年度の売上高は825億52百万円と前連結会計年度に比べ73億79百万円(前年同

期比9.8％増)の増収となりました。一方、平成24年５月に稼動した「新基幹系システム」に伴う減価

償却費等の経費増加などにより、営業利益は14億22百万円と前連結会計年度に比べ2億99百万円(前年

同期比17.4％減)、経常利益は15億69百万円と前連結会計年度に比べ2億44百万円(前年同期比13.5％

減)のそれぞれ減益となりました。また、有形固定資産の減損損失を計上したことにより、当期純利益

は7億54百万円と前連結会計年度に比べ1億35百万円(前年同期比15.2％減)の減益となりました。

　
セグメントの業績は次のとおりであります。

①システム・ソリューション事業

（プラントシステム）

鉄鋼分野では、輸出の低迷により国内で計画されていた設備投資の中止や延期により、工事案件等

が大幅に減少したため、売上高は低調に推移いたしました。

石油化学分野では、全般的な設備の統廃合が進み、環境・省エネに伴う老朽化更新工事が再開され、

売上高は好調に推移いたしました。

しかし、鉄鋼分野の落ち込みを挽回できず、プラントシステムとしての売上高は139億76百万円と前

連結会計年度に比べ47億6百万円(前年同期比25.2％減)の減収となりました。

（産業システム）

薬品、精密、機械分野では、電力供給設備需要などに対応したものの、円高や海外経済低迷の影響に

より国内で計画されていた設備投資が抑制され、売上高は低調に推移いたしました。

空調分野では、通信キャリア・データセンターの増設及び省エネ投資に対応した結果、売上高は好

調に推移いたしました。

流通・サービス分野では、省エネ・節電対策として、店舗内ＬＥＤ化や空調機の入替などの省エネ

リニューアルの投資に対応した結果、売上高は好調に推移いたしました。

この様に省エネ、節電需要の高まりに対応した結果、産業システムとしての売上高は308億85百万円

と前連結会計年度に比べ6億34百万円(前年同期比2.1％増)の増収となりました。
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（社会システム）

運輸分野では、電力供給の正常化に伴い乗客数が回復したため、延期されていた老朽化更新や省エ

ネ、デジタルサイネージ(電子掲示板)などの投資に対応した結果、売上高は好調に推移いたしました。

その結果、社会システムとしての売上高は134億6百万円と前連結会計年度に比べ22億54百万円(前

年同期比20.2％増)の増収となりました。

　
システム・ソリューション事業としての売上高は582億73百万円と前連結会計年度に比べ18億21百

万円(前年同期比3.0％減)の減収、営業利益は30億74百万円と前連結会計年度に比べ65百万円(前年同

期比2.1％減)の減益となりました。

　

②電子デバイス・コンポーネント事業

半導体市場における産業機器・通信分野では、長引く円高等による生産調整と在庫調整から、売上

高は低調に推移いたしました。

アミューズメント分野では、新機種に液晶表示パネルが採用され、売上高は好調に推移し、産業顧

客、通信分野の低調を補いました。

　
その結果、電子デバイス・コンポーネント事業としての売上高は242億79百万円と前連結会計年度

に比べ92億円(前年同期比61.0％増)の増収、営業利益は1億78百万円と前連結会計年度に比べ35百万

円(前年同期比24.7％増)の増益となりました。

　

(2)　キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度のキャッシュ・フローについては、営業活動により11億77百万円増加し、投資活動

により10億17百万円減少、財務活動により5億6百万円減少しました。その結果、現金及び現金同等物は

71億76百万円と前連結会計年度と比較して3億46百万円(前年同期比4.6％減)の減少となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローの収入は、11億77百万円(前年同期比4.0％

増)となりました。

これは主に、税金等調整前当期純利益14億5百万円、未収入金の減少額9億72百万円、たな卸資産の

減少額7億52百万円、仕入債務の増加額5億53百万円、減価償却費4億82百万円、減損損失1億52百万円

がそれぞれキャッシュ・フローのプラスとなった一方、未払金の減少額10億51百万円、売上債権の

増加額11億13百万円、法人税等の支払額9億76百万円がそれぞれキャッシュ・フローのマイナスと

なったためであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローの支出は、10億17百万円(前年同期比8.1％

増)となりました。

これは主に、無形固定資産の取得による支出8億12百万円、子会社株式の取得による支出1億円、有

形固定資産の取得による支出99百万円がそれぞれキャッシュ・フローのマイナスとなったためで

あります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローの支出は、5億6百万円となりました。

これは主に、配当金の支払額3億26百万円、長期借入金の返済による支出1億94百万円がそれぞれ

キャッシュ・フローのマイナスとなったためであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　仕入実績

当連結会計年度における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 仕入高(百万円) 前年同期比(％)

システム・ソリューション事業 48,043 △7.0

電子デバイス・コンポーネント事業 23,030 ＋75.9

合計 71,074 ＋9.8

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　上記の金額には、工事に伴う材料費等を含んでおります。

　

(2)　受注実績

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％)受注残高(百万円)前年同期比(％)

システム・ソリューション事業 58,266 △3.9 27,751 △0.0

電子デバイス・コンポーネント事業 24,022 ＋61.8 681 △27.4

合計 82,288 ＋9.0 28,433 △0.9

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3)　販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

システム・ソリューション事業 58,273 △3.0

電子デバイス・コンポーネント事業 24,279 ＋61.0

合計 82,552 ＋9.8

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

任天堂㈱ － － 17,005 20.6

(注) 前連結会計年度においては、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先はありません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当連結会計年度は、政府の金融政策、財政政策、成長戦略によるデフレ脱却に対し、企業マインドの改善

が期待され、消費税率引き上げによる駆け込み需要も想定されます。一方、円安による輸入価格に連動し

たコスト上昇が懸念され、電力をはじめとする公共料金値上げは企業収益を圧迫する可能性があります。

このような状況下、当社グループは中期経営計画『SMART2015』の中間年度にあたり、収益力の強化を目

指し以下の課題に取り組んでまいります。

　
①新規事業の推進

産業構造の転換と消費動向の変化により、顧客の新しい需要を先取りした先行投資で、新たなビジネ

スモデルを構築します。

②ソリューションビジネスの強化

顧客を担当する「アカウント部門」は顧客の需要を的確に捉え、営業力を強化します。

顧客の課題に合致した商品・サービス・技術を提案する「ソリューション部門」を横断的に組織化

し、顧客満足度を最大化します。

このソリューションの提案により国内外での取引を拡大します。

③電子デバイス・コンポーネント事業の拡大強化

電子デバイス分野は半導体事業を強化し、産業・アミューズメント分野などの主要顧客取扱高を拡

充します。コンポーネント分野は受託開発をコアビジネスとして新商材の開発、新事業分野の開拓を推

進します。また、海外拠点においてはコンポーネント製品の拡充により、マイコン、ＬＳＩ等の製品の拡

販を行い、顧客基盤を確立します。

④経営効率化による生産性の向上

経営資源の投資により、強化された基幹システムを最大限に活用し経営のスピード化、効率化を図り

ます。

⑤企業の社会的責任を遂行

事業領域の拡大に対応したコンプライアンスの徹底とリスク管理の強化をすると共に、事業継続計

画に基づくサービスを提供してまいります。

⑥人財育成

スキルの高い人財のマネージメント能力を強化し、次代を担うビジネスリーダーを育成します。その

ためにグローバル思考、マーケティング能力、リーダーシップを備えた人財開発のプログラムを実施し

ます。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項は以下のとおりで

す。また、必ずしも事業等のリスクに該当しない事項についても、投資判断上、あるいは当社グループの事

業活動を理解する上で重要と考えられる事項については、投資家に対する情報開示の観点から積極的に

開示しております。当社グループはこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の予防及び発生し

た場合の対応に努める方針であります。

なお、文中の将来に関する事項は本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　
（１）㈱日立製作所及び㈱日立製作所の関係会社（以下 日立グループ会社）との関係について

①特約店契約について

当社グループは、日立グループ会社と特約店契約を締結しております。同契約は、当社グループの事業

活動の前提となっておりますが、それら契約の主な契約期間及び解除事由は個々の契約により異なり、概

ねその基本的な規定事項としては、手形の不渡り・差押え・仮差押え・仮処分・競売・破産・民事再生

・会社更生・債務不履行・監督官庁からの営業許可の取消処分等に該当する場合となっております。現

時点では解除事由を含めてそれらの契約の継続に支障を来す要因は発生しておりません。

しかしながら、それらの契約の継続に支障を来す要因が発生した場合には事業活動に重大な影響を及

ぼす可能性があります。

当社と㈱日立製作所は昭和25年３月に特約店契約を締結して以降、日立グループ会社の増加や統合と

ともに当社グループも日立グループ会社と特約店契約を締結し、その業容を拡大してきました。

特約店契約は、相互に業務の発展を図ることを目的としており、当社は当該契約を締結している日立グ

ループ製品の販路拡充に最善の努力をなすことが謳われております。また、当該契約書では当社グループ

の主な取扱製品、主に担当する販売地域及び支払条件等が記載されております。

現在、当社グループが特約店契約を締結している日立グループ会社とは良好な関係にあるものと認識

しており、共存共栄の間柄ではありますが、当社グループと日立グループ会社との関係に変化が生じた場

合、あるいは日立グループ会社の特約店戦略や特約店各社に対する諸条件もしくは当社グループに対す

る戦略が変更された場合等には、上記特約店契約の内容等に変更の可能性があり、その場合、当社グルー

プの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

②仕入依存度について

当社グループの㈱日立製作所及び主な日立グループ会社からの仕入高は第69期連結会計年度において

365億16百万円と当社グループ仕入高全体の51.4％を占めております。

したがって、日立グループ会社の製品に重要な問題が発生した場合等、日立グループ会社のブランドイ

メージが著しく低下した場合には、当社グループが取り扱っている日立グループ会社の製品の競争力が

低下し、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社グループは、日立グループ会社から報奨金を受け取っております。この報奨金は、日立グルー

プ会社により定められている対象製品の取扱高等の諸条件に応じて変動するものです。

日立グループ会社から受け取った当社グループの報奨金額は第68期連結会計年度（自 平成23年４月

１日　至 平成24年３月31日）においては1億19百万円、第69期連結会計年度（自 平成24年４月１日　至 

平成25年３月31日）においては1億6百万円となっております。

この報奨金については、日立グループ会社により定められる諸条件の変更に伴い変動するため、当社グ

ループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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なお、仕入実績は下記の通りです。

仕入先

第68期連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

第69期連結会計年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

金額
(百万円)

割合
(％)

金額
(百万円)

割合
(％)

㈱日立製作所 18,453 28.5 17,275 24.3

主な日立グループ会社 28,159 43.5 19,241 27.1

上記合計 46,613 72.0 36,516 51.4

連結仕入高 64,731 100.0 71,074 100.0

(注)　上記表の「主な日立グループ会社」の金額は、日立グループ会社のうち、特に取引金額の大きいルネサスエレクト

ロニクス販売㈱、㈱日立産機システム、㈱日立プラントテクノロジー、日立アプライアンス㈱、三菱日立製鉄機械

㈱、㈱日立ビルシステムの６社からの仕入金額を合計したものであります。

③売上高の純額表示について

当社グループは、包括代理受注契約（請負人の代理人として契約する取引）等を締結しており、当該契

約に基づく取引については、売上高を純額表示しております。

当社グループは商社という事業形態であり、基本的には総額表示で売上高及び売上原価を計上してお

りますが、今後も取引内容を鑑み、包括代理受注契約等に基づく取引とそれに類似した取引については純

額表示への変更をいたします。

したがって、今後の取引内容の見直しや契約の変更等の理由により、前期と比較する場合の経営成績

（受注高及び売上高）に影響を及ぼす可能性があります。

④当社グループへの出資について

当社グループは、販売力強化、顧客サービスの向上等を目的とした日立グループ会社との関係強化のた

め、当社は㈱日立製作所から1.8％、㈱日立産機システムから0.5％、日立アプライアンス㈱から2.2％、当

社の連結子会社である㈱中国パワーシステムは㈱日立製作所から33.3％の出資を受けております。

したがって、日立グループ会社からの出資割合に変更があった場合には、当社のグループ戦略等を見直

す必要性が生じ、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　
(２)当社グループの経営戦略について

当社グループは従来、日立グループ会社の特約店として同グループ製品を中心に据えた営業政策を取

り、順次販売力を強化してまいりました。これと並行して当社の規模拡大や経済環境の変化に対応すべ

く、経営戦略としてシステム・ソリューション事業並びに電子デバイス・コンポーネント事業に幅広く

展開してまいりました。しかしながら、今日のような経営環境においては、市場環境、経済状況、市場ニー

ズ等をいち早く察知し、対応を図らなくてはなりませんが、多様な情報入手の十分性確保には限界があ

り、それによって時期を逸するなどの対策の遅れから、停滞在庫の発生による不良資産の増加や、製品投

入遅れによる受注機会の逸失等、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

また、近年は主に環境問題、省エネルギー、高効率化などを追求する顧客ニーズが急速に多様化し、それ

に対応するためエンジニアリング力の強化及び、より付加価値の高い当社独自のソリューションビジネ

スへの期待が高まっております。しかしながら、このようなソリューションビジネスではメーカーの製品

が持つ機能に当社のノウハウを付加するビジネスの割合が増えることを意味するもので、当然、品質管理

に関して負う責任の重要性も拡大してまいります。この場合、当社は製造部門を持たないことから日立グ

ループ会社及びその他の外注メーカーとの連携が必要となります。
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その際、製品・サービスに関する契約を明確に致しますが、事故・クレーム等の原因について責任が明

確になるまで、当社グループが顧客に提供する製品・技術・サービスについては一義的に責任を負うこ

とがあり、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

さらに、当社グループは、今後も新たな成長事業の創出及び既存事業における更なる高収益の追求を目

指し、利益を生み出すことのできる体質への改善に積極的に取り組んで行きます。しかし当グループが事

業を遂行する上において、経済環境、自然災害、戦争、テロ、感染症等の不可抗力、金融、株式市場、政府等に

よる規制、仕入先の供給体制、商品の確保、また人材の確保、喪失等により当社グループの財政状態及び経

営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　
(３)外部環境が業績に及ぼす影響について

①システム・ソリューション事業と設備投資動向の連動性について

当社グループのシステム・ソリューション事業は、鉄鋼、非鉄金属、石油、化学、精密機械、製紙、薬品、建

設、運輸、公共、流通、サービス業を営む一般企業や官公庁に対して電気機器、電子情報機器、産業用設備、

空調関連機器等の販売及び設置工事等を行っております。この事業は、国内設備投資の動向に影響を受け

る傾向があります。

したがって、国内設備投資動向が悪化した場合及び当社の主要顧客が属する事業分野の市況が悪化し

た場合等には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

②電子デバイス・コンポーネント事業について

当社グループの電子デバイス・コンポーネント事業は、主に電気・電子機器関連メーカーやゲーム機

器メーカーに対し、システムLSI、汎用マイコン、汎用半導体、液晶等の半導体・電子デバイス製品を販売

しております。これらの製品は、当社グループの顧客が販売する製品の市況に左右される需要変動が激し

く、製品サイクルも短いことが特徴です。このような背景から需給バランスが取れないことが多く、変化

する半導体価格の動向次第で仕入価格が大きく影響を受けます。

このように、価格が短期間で大幅に変動した場合や当社の主要販売先の商品の販売動向及び生産状況

等によって、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　
(４)売上高の下期偏重について

当社グループのシステム・ソリューション事業は、プラントシステム、産業システム、社会システムの

３分野で構成されておりますが、プラントシステム分野における生産設備機器を含む工事物件や、社会シ

ステム分野における官公庁・公共事業物件の場合、工事完了及び検収時期が年度末に集中することが多

く、売上高が特に第４四半期に集中する傾向があります。
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(５)特定の販売先への依存について

当社グループの販売先は多岐にわたっておりますが、当社グループの電子デバイス・コンポーネント

事業における主要販売先の任天堂㈱に対する販売高は第68期連結会計年度において60億63百万円と当社

グループ販売高全体の8.1％、第69期連結会計年度において170億5百万円と当社グループ販売高全体の

20.6％を占めております。

同社は当社グループの主要な販売先であると認識しており、同社の当社への需要の増減や契約に変更

が生じた場合、当社の電子デバイス・コンポーネント事業の業績に影響を及ぼす可能性があります。

なお、販売実績は下記のとおりです。

相手先

第68期連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

第69期連結会計年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

販売高
(百万円)

割合
(％)

販売高
(百万円)

割合
(％)

任天堂㈱ 6,063 8.1 17,005 20.6

　
(６)法的規制について

当社グループは、広範囲の事業展開を行っているため種々の法的規制(建設業法、輸出管理法令等)を受

けております。これら法的規制は将来において変更される可能性があり、また現在予期しえない法的規制

等が設けられる可能性もあります。

その場合たとえば、建設業法においては当社グループの工事売上高に影響し、技術資格においては、資

格保有者の確保が確実となるまで受注機会を逸する可能性が発生します。また、輸出管理法令に関して

は、現在、直接輸出物件は少ないものの、全ての取引において輸出管理法令等に抵触しないことと、手続き

を漏れなく厳正に行われなければ、刑事上、行政上の処分を受ける可能性があります。

したがって、当社グループがこれらの法的規制等の対応に遅れを生じた場合、対象となる営業の全部又

は一部の停止命令や許可取消等の行政処分あるいは当社グループ顧客等からの信頼の失墜等により、当

社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　
(７)有価証券の保有状況について

当社グループは、販売・仕入に係る取引先及び取引金融機関の株式を中心に、平成25年３月期において

投資有価証券18億46百万円を保有しております。このうち、株式の多くは上場しており、株式市場の価格

変動リスクを負っております。

したがって、株式市場における相場の大幅な変動は、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及

ぼす可能性があります。

なお、有価証券に係る時価に関する情報は、「第５　経理の状況　１連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　

注記事項（有価証券関係）」に記載しております。

　
(８)退職給付債務について

当社グループは、確定拠出の性格を併せもつ確定給付企業年金制度（キャッシュバランス制度）に移

行し、将来期間の業績及び財政状態へのリスク軽減を図っております。しかし、従業員退職給付債務及び

費用は、割引率等数理計算で設定される前提条件や年金資産の期待運用収益率等に基づいて算定されて

おり、実際の結果が前提条件と異なる場合又は変更された場合、当社グループの財政状態及び経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。
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(９)債権管理について

当社グループの販売先は多岐にわたり、その規模や業種も多種多様であります。債権管理には特に注力

し、販売先の業態・資力に応じた信用限度設定を行うとともに、必要に応じて担保等の提供を受けるほ

か、信用状態の継続的な把握をするなど、不良債権の発生防止に努めております。

また、貸倒引当金の計上に関しては、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しておりますが、景気の動向等

によっては、貸倒引当金の積み増しを要する事態が生じ、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を

及ぼす可能性があります。

　
(10)物流の外部委託について

当社グループの物流は㈱日立物流をはじめとする外部の専門企業に全面委託しております。当社の商

品を取扱う拠点は国内に６箇所あり、拠点毎に保管条件や配送条件等は異なっております。

したがって、委託先企業はそれぞれの条件に応じて、複数存在しますが、その取引条件の変更や、事故等

によるトラブル発生の場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　
(11)情報セキュリティについて

当社グループは、事業を行うにあたり取引先や営業に関する情報、又は当社グループや取引先の技術情

報等当社グループの事業に関して多くの秘密情報を保有しており、当社グループではコンピューターウ

イルス対策及びネットワーク管理等の情報保護に関する社内細則を定め、入退館システムの導入、情報管

理に関する社内教育の徹底及び外部委託先との機密保持契約の締結を行い、当社グループからの情報漏

洩を未然に防ぐ対策を講じております。このような対策にもかかわらず、予期せぬ事態により情報が流出

した場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社グループと日立グループ会社の一部とは、業務の効率化及び納期の短縮等を目的として、

サーバーの共有による取引データ等の情報を共有しており日立グループ会社が保守管理を行うシステム

で受発注を行い、それに伴う取引データ等の情報を日立グループ会社と共有しております。

したがって、予期せぬ事態により当該システムやサーバー等に不具合が発生した場合や情報が流出し

た場合等には、同様の影響が考えられます。

　
(12)自然災害について

地震等の自然災害により当社グループの事業所・設備や社員などに対する被害が発生し、営業活動に

支障が生じる可能性があります。

なお、当社グループでは社員の安否確認や災害対策マニュアルの作成及び防災訓練などの対策を講じ

てきておりますが、自然災害による被害を完全に回避できるものではなく、被害が発生した場合には当社

グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(1)　販売等の提携は次のとおりであります。

契約会社名 相手先の名称
契約の種類及び
主要取扱製品

契約期間

八洲電機㈱
(当社)

㈱日立製作所
特約店契約証書
　受変電設備、鉄道車両、
　情報機器

平成４年３月21日から

㈱日立産機システム
特約店契約証書
　圧縮機、配電機器、
　モーター・インバーター

平成16年４月１日から１年

日立アプライアンス㈱
特約店契約書
　空調、冷凍、冷蔵機器、
　ランプ、照明器具

平成11年10月１日から１年

㈱日立プラントテクノロジー
特約店契約書
　圧縮機、ポンプ、
　送風機、防雷システム

平成19年４月１日から１年

㈱日立ビルシステム
特約店契約書
　昇降機

平成10年10月６日から

ルネサスエレクトロニクス
販売㈱

特約店契約証書
　ドライバ、半導体

平成15年４月１日から１年

㈱ジャパンディスプレイ
特約店契約証書
　液晶

平成14年10月１日から

㈱中国パワーシステム
(連結子会社)

㈱日立製作所
特約店契約証書
　発電・変電機器、
　情報機器

平成４年３月21日から１年

日立三菱水力㈱
代理店基本契約
　水力発電システムに係る
　製品

平成23年10月１日から１年

 (注)１　契約期間は再契約のものを含めて最新の契約書に基づく契約期間を表示しております。また、上記すべての契

約は、自動更新となっております。

２　上記契約の解除事由は個々の契約により異なりますが、概ねその基本的な規定事項としては、手形の不渡り・

差押え・仮差押え・仮処分・競売・破産・民事再生・会社更生・債務不履行・監督官庁からの営業許可の取

消処分等に該当する場合となっております。

３　㈱日立ディスプレイズとの特約店契約は、平成24年４月１日付で㈱ジャパンディスプレイに承継されておりま

す。

４　㈱日立プラントテクノロジーは、平成25年４月１日付けで㈱日立製作所と合併したため、㈱日立プラントテク

ノロジーとの特約店契約は、平成25年４月１日付で㈱日立製作所に承継されております。

(2)　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、グループ内融資を行っております。

契約会社名 相手先 契約の種類及び内容 契約期間

八洲電機㈱
(当社)

㈱ヤシマ・エコ・システム
(連結子会社)

グループファイナンス契約
　貸付極度額
　借入の申込
　貸付期間

平成17年８月31日から１年
（自動更新）
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６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)　財政状態の分析

(流動資産)

当連結会計年度末における流動資産の残高は429億47百万円で、前連結会計年度末に比べ8億24百万

円減少しております。主な要因は、期末直近日の売上高の増加により受取手形及び売掛金が11億98百

万円増加した一方、現金及び預金が4億56百万円（なお、詳しい内容については、(2)キャッシュ・フ

ローの状況の項目をご参照ください。）、期末直近日の売上高の増加により商品が6億1百万円、期末直

近日の包括代理受注契約による取引の減少により未収入金が9億72百万円それぞれ減少したことなど

によるものです。

(固定資産)

当連結会計年度末における固定資産の残高は53億48百万円で、前連結会計年度末に比べ32百万円増

加しております。主な要因は、シンガポール及び上海に子会社を設立したことにより投資有価証券が1

億32百万円、「次期基幹系システム」のための統合基幹系業務ソフトが稼動したことによりソフトウ

エアが11億8百万円増加した一方、これに伴う振替によりソフトウエア仮勘定が10億24百万円、減損損

失の計上により建物が1億6百万円、減価償却の計上により工具、器具及び備品が40百万円減少したこ

となどによるものです。

(負債)

当連結会計年度末における負債の残高は340億57百万円で、前連結会計年度末に比べ12億62百万円

減少しております。主な要因は、期末直近日の仕入高の増加により支払手形及び買掛金が5億5百万円

増加した一方、期末直近日の包括代理受注契約による取引高の減少により未払金が14億66百万円、課

税所得の減少により未払法人税等が3億円それぞれ減少したことなどによるものです。

(純資産)

当連結会計年度末における純資産の残高は142億38百万円で、前連結会計年度末に比べ4億70百万円

増加しております。主な要因は、当期純利益の計上により利益剰余金が4億27百万円増加したことなど

によるものです。

　

(2)　キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度のキャッシュ・フローについては、営業活動により11億77百万円増加し、投資活動に

より10億17百万円減少、財務活動により5億6百万円減少しました。その結果、現金及び現金同等物は71

億76百万円と前連結会計年度と比較して3億46百万円(前年同期比4.6％減)の減少となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローの収入は、11億77百万円(前年同期比4.0％

増)となりました。

これは主に、税金等調整前当期純利益14億5百万円、未収入金の減少額9億72百万円、たな卸資産の

減少額7億52百万円、仕入債務の増加額5億53百万円、減価償却費4億82百万円、減損損失1億52百万円

がそれぞれキャッシュ・フローのプラスとなった一方、未払金の減少額10億51百万円、売上債権の

増加額11億13百万円、法人税等の支払額9億76百万円がそれぞれキャッシュ・フローのマイナスと

なったためであります。
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(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローの支出は、10億17百万円(前年同期比8.1％

増)となりました。

これは主に、無形固定資産の取得による支出8億12百万円、子会社株式の取得による支出1億円、有

形固定資産の取得による支出99百万円がそれぞれキャッシュ・フローのマイナスとなったためで

あります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローの支出は、5億6百万円となりました。

これは主に、配当金の支払額3億26百万円、長期借入金の返済による支出1億94百万円がそれぞれ

キャッシュ・フローのマイナスとなったためであります。

　

(3)　経営成績の分析

当連結会計年度における売上高は825億52百万円(前年同期比9.8％増)となりました。これは、システ

ム・ソリューション事業で売上高が18億21百万円(前年同期比3.0％減)減収したことと、電子デバイス

・コンポーネント事業で売上高が92億円(前年同期比61.0％増)増収したことによるものであります。

(詳細は第２事業の状況　１業績等の概要　(1)業績の項目をご参照ください)一方、平成24年５月に稼動

した「新基幹系システム」に伴う減価償却費等の経費増加などにより、営業利益は14億22百万円(前年

同期比17.4％減)、経常利益は15億69百万円(前年同期比13.5％減)、また、有形固定資産の減損損失を計

上したことにより、税金等調整前当期純利益は14億5百万円(前年同期比22.8％減)、法人税等及び少数株

主利益控除後の当期純利益は7億54百万円(前年同期比15.2％減)となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資については、販売設備の拡充・強化などを目的として継続的に実施してお

ります。なお、有形固定資産の他、無形固定資産への投資を含めて記載しております。

　
当連結会計年度の設備投資の総額は、493百万円であり、セグメントごとの設備投資について示すと、次

のとおりであります。

　

(1)　システム・ソリューション事業

当連結会計年度の主な設備投資は、「新基幹系システム」のための統合基幹系業務ソフトを中心とす

る総額323百万円の投資を実施いたしました。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

　
(2)　電子デバイス・コンポーネント事業

当連結会計年度の主な設備投資は、「新基幹系システム」のための統合基幹系業務ソフトを中心とす

る総額86百万円の投資を実施いたしました。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

　
(3)　全社共通

当連結会計年度の主な設備投資は、「新基幹系システム」のための統合基幹系業務ソフトを中心とす

る総額83百万円の投資を実施いたしました。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。
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２ 【主要な設備の状況】

(1)　提出会社

    平成25年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)
[ほか、

平均臨時

雇用者数]
建物

機械装置
及び
運搬具

工具、
器具及び
備品

土地
(面積㎡)

ソフト
ウエア

合計

本社
(東京都
港区)

システム・

ソリューション事業

販売設備
(管理業務、
販売業務)

152 1 59
29

 (515.79)
1,2171,460

417
[ 30]

別館
(東京都
港区)

－
事務設備
(管理業務)

23 － 0
110

(174.61)
－ 134

5
[ －]

麻布別館
(東京都
港区)

システム・

ソリューション事業

電子デバイス・

コンポーネント事業

販売設備
(管理業務、
販売業務)

99 2 2
78

(622.96)
1 185

65
[  3]

関西支社
(大阪市
淀川区)

システム・

ソリューション事業

電子デバイス・

コンポーネント事業

販売設備
(管理業務、
販売業務)

1 0 0 － 0 3
54
[  3]

中国支社
(広島市
中区)

システム・

ソリューション事業

販売設備
(管理業務、
販売業務)

1 0 2 － 1 5
38
[  3]

岡山支店
(岡山県
倉敷市)

システム・

ソリューション事業

販売設備
(管理業務、
販売業務)

2 0 0 － 0 3
16
[  2]

(注) １　現在休止中の主要な設備はありません。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３　上記には、連結子会社へ賃貸しているものは、含んでおりません。

４　上記のほか連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。

事業所名

(所在地)
セグメントの名称 設備の内容

年間リース料

(百万円)

リース契約残高

(百万円)

本社

(東京都港区)
システム・ソリューション事業

販売設備

(管理業務、

販売業務)

0 －

５　当社から連結子会社へ賃貸している主要な設備は、以下のとおりであります。

㈱ヤシマ・エコ・システム　…　千住事業所　建物（帳簿価額42百万円）

土地（帳簿価額26百万円　865.94㎡）
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(2)　国内子会社

    平成25年３月31日現在

会社名
事業所名

(所在地)

セグメント

の名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)
[ほか、

平均臨時

雇用者数]

建物
機械装置
及び
運搬具

工具、
器具及び
備品

土地

(面積㎡)
ソフト
ウエア

合計

㈱ヤシマ

・エコ・

システム

本社

(東京都

足立区)

システム・

ソリューション

事業

販売設備、
工場

(管理業務、

販売業務、

修理業務)

48

[ 42]

0

[ 0]

8

[ 0]

26
[ 26]

([865.94])

14
[ －]

98

[ 68]

87

[  7]

㈱中国

パワー

システム

本社

(広島市

中区)

システム・

ソリューション

事業

販売設備
(管理業務、

販売業務)
1 － 3 － 6 11

20

[  2]

幸栄電機

㈱

本社、

本社工場

(広島市

安佐北区)

システム・

ソリューション

事業

販売設備、
工場

(管理業務、

販売業務、

生産業務)

51 2 2
227

(3,170.00)
1 285

63

[  2]

小河原工場

(広島市

安佐北区)

システム・

ソリューション

事業

工場
(生産業務)

40 25 0
35

(2,903.81)
0 100

18

[ －]

(注) １　現在休止中の主要な設備はありません。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３　上記帳簿価額のうち、[　]は提出会社から賃借しているものであります。

４　上記のほか連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。

会社名
事業所名

(所在地)
セグメントの名称 設備の内容

年間リース料

(百万円)

リース契約残高

(百万円)

㈱ヤシマ

・エコ・

システム

本社

(東京都足立区)

システム・
ソリューション
事業

販売設備

(管理業務、

販売業務、修

理業務)

1 －

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1)　重要な設備の新設等

該当事項はありません。

　

(2)　重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

　

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成25年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年６月26日)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 21,782,500 21,782,500
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株で
あります。

計 21,782,500 21,782,500 － －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

発行済株式

総数残高
資本金増減額 資本金残高

資本準備金

増減額

資本準備金

残高

(千株) (千株) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

平成21年６月24日
(注)１

500 18,720 37 1,176 37 462

平成23年３月25日
(注)２

487 19,207 ─ 1,176 165 627

平成23年12月８日
(注)３

2,200 21,407 349 1,525 349 977

平成24年１月４日
(注)４

375 21,782 59 1,585 59 1,037

(注) １　有償一般募集(ブックビルディング方式による募集)

　発行価格　 　　250円

　引受価額　 　232.5円

　発行価額 　　　170円

　資本組入額　116.25円

自己株式の処分による売出し(引受人の買取引受による売出し)

　処分価額　 　232.5円

２　㈱ヤシマ・エコ・システムの完全子会社化に伴う株式交換(交換比率１：12.5)による増加

３　有償一般募集

　発行価格　     337円

　引受価額　　317.75円

　資本組入額 158.875円

４　有償第三者割当(オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資)

　発行価格　　317.75円

　資本組入額 158.875円

　割当先　　 大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社

　

(6) 【所有者別状況】

平成25年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満

株式の状況

(株)

政府及び

地方公共

団体

金融機関
金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等 個人

その他
計

個人以外 個人

株主数
(人)

－ 25 25 61 37 3 10,79010,941 －

所有株式数
(単元)

－ 22,3481,58912,4453,128 3 178,220217,7339,200

所有株式数
の割合
(％)

－ 10.26 0.73 5.72 1.44 0.00 81.85100.00 －

(注)　自己株式1,184株は、「個人その他」に11単元、「単元未満株式の状況」に84株含まれております。
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(7) 【大株主の状況】

平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

落　合　　　憲 神奈川県横浜市青葉区 2,075 9.53

八洲電機従業員持株会 東京都港区新橋三丁目１番１号 1,117 5.13

日立アプライアンス株式会社 東京都港区海岸一丁目16番１号 487 2.24

嶽　山　富美江 東京都中野区 443 2.03

株式会社日立製作所
（常任代理人資産管理サービス
信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内一丁目６番６号
（東京都中央区晴海一丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエアオフィス
タワーＺ棟）

400 1.84

落　合　永　二 東京都練馬区 395 1.81

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 350 1.61

株式会社みずほ銀行
（常任代理人資産管理サービス
信託銀行株式会社）

東京都千代田区内幸町一丁目１番５号
（東京都中央区晴海一丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエアオフィス
タワーＺ棟）

350 1.61

田　代　　　宏 東京都小金井市 300 1.38

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 264 1.21

計 － 6,182 28.38

(注)　上記の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)　　　264千株
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(8) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成25年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 1,100

完全議決権株式（その他） 普通株式 21,772,200 217,722 －

単元未満株式 普通株式 9,200 － －

発行済株式総数 　 21,782,500 － －

総株主の議決権 － 217,722 －

　

②　【自己株式等】

平成25年３月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

八洲電機㈱ 港区新橋三丁目１番１号 1,100 － 1,100 0.01

計 － 1,100 － 1,100 0.01

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号による普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 75 26,775

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、平成25年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額

(円)

引き受ける者の募集を行った

取得自己株式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
－ － － －

保有自己株式数 1,184 － 1,184 －

（注）当期間における保有自己株式には、平成25年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　
３ 【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元と内部留保の充実を総合的に勘案し、収益性、成長性、企業体質の強化を

考慮しつつ、安定的な配当の継続維持を基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、現在、期末配当の年１回を基本的な方針としており、期末配当の決定機関は株主

総会であります。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、安定的な配当の継続維持を基本方針に次期以降の見通しな

どを勘案し、１株につき普通配当13円としております。

内部留保資金の使途につきましては、経営体質強化と将来の事業展開投資として投入していくこととし

ております。

なお、当社は取締役会の決議によって会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当）ができ

る旨を定款で定めております。

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額 １株当たり配当額

平成25年６月26日定時株主総会決議 283百万円 13円
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４ 【株価の推移】

(1)　【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

最高(円) － 580 400
407

※398
421

最低(円) － 248 250
318

※299
320

(注) １　当社株式は、平成21年６月25日から東京証券取引市場第二部に上場しております。それ以前については、該当事

項はありません。

２　最高・最低株価は、平成23年12月９日付より東京証券取引所市場第一部におけるものであり、それ以前は東京

証券取引所市場第二部におけるものであります。なお、第68期の最高・最低株価のうち※印は東京証券取引所

市場第二部におけるものであります。

　
(2)　【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成24年10月 11月 12月 平成25年１月 ２月 ３月

最高(円) 351 348 356 389 390 421

最低(円) 330 331 340 353 373 381

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

EDINET提出書類

八洲電機株式会社(E02812)

有価証券報告書

 29/103



　

５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数

(千株)

取締役会長

(代表取締役)
－ 落　合　　　憲 昭和32年５月３日生

昭和55年４月㈱日立製作所 入社

(注)２ 2,075

昭和59年７月当社 入社

平成元年６月 取締役総務副本部長

平成４年６月 常務取締役

平成５年６月 専務取締役

平成７年５月 八洲エンジニアリング㈱取締役

平成７年６月 当社代表取締役副社長

平成９年６月 代表取締役社長

平成13年６月八洲エンジニアリング㈱

代表取締役会長

平成25年４月当社代表取締役会長(現任)

取締役社長

(代表取締役)
－ 太　田　明　夫 昭和23年６月20日生

昭和46年３月当社 入社

(注)２ 97

平成13年４月執行役員産機営業本部長

平成16年４月常務執行役員

平成17年６月取締役

平成18年４月専務取締役

平成24年８月香港八洲電機有限公司董事長

平成25年４月当社代表取締役社長(現任)

常務取締役
事業統括

本部長
松　尾　裕　之 昭和27年７月５日生

昭和50年４月㈱日立製作所　入社

(注)２ 31

平成９年８月 同社電機システム統括営業本部

環境システム営業部長

平成17年４月当社 入社 重工プラントシステム

本部長

平成18年４月執行役員プラントシステム本部長

平成21年４月執行役員営業統括本部長

平成21年６月取締役営業統括本部長

平成23年６月香港八洲電機有限公司董事長

平成24年４月当社取締役

平成24年６月㈱ヤシマ・エコ・システム取締役

平成24年10月Yashima Denki Singapore Pte.Ltd.

Chairman

平成25年４月当社常務取締役事業統括本部長

(現任)

取締役
経営企画

本部長
今　町　和　至 昭和30年２月26日生

昭和52年４月当社　入社

(注)２ 26

平成19年４月管理本部長

平成21年４月執行役員業務統括本部長

平成23年４月常務執行役員

平成23年６月取締役(現任)

平成23年６月㈱テクノエイト代表取締役

平成24年10月㈱中国パワーシステム取締役

(現任)

平成25年４月当社取締役経営企画本部長

(現任)

EDINET提出書類

八洲電機株式会社(E02812)

有価証券報告書

 30/103



取締役

システム・

ソリュー

ション事業

本部長

芦　田　　　敏 昭和30年５月８日生

昭和54年４月当社入社

(注)２ 43

平成18年４月電子本部長

平成18年６月香港八洲電機有限公司董事

平成21年４月当社執行役員関西支社長

平成23年４月常務執行役員営業統括副本部長

平成23年６月㈱ヤシマ・エコ・システム取締役

平成24年４月当社常務執行役員営業統括本部長

平成24年６月取締役営業統括本部長

平成25年４月取締役システム・ソリューション

事業本部長(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数

(千株)

取締役
ＣＳＲ

企画本部長
白　石　誠　仁 昭和27年２月８日生

昭和50年４月㈱日立製作所入社

(注)２ 0

平成15年４月㈱ルネサステクノロジ 入社

平成20年５月㈱日立国際電気入社

平成21年４月広報・法務本部長兼ＣＳＲ推進

本部長兼秘書室長

平成24年７月当社入社

平成24年10月理事ＣＳＲ本部長

平成25年４月理事ＣＳＲ企画本部長

平成25年６月取締役ＣＳＲ企画本部長(現任)

取締役
管理企画

本部長
柴　田　俊　充 昭和32年６月３日生

昭和56年４月当社入社

(注)２ 2

平成21年４月経営戦略本部長

平成24年４月執行役員電子情報本部長

平成24年12月八禧洲(上海)申机商貿有限公司

董事長

平成25年４月当社執行役員管理企画本部長

平成25年６月㈱テクノエイト監査役(現任)

平成25年６月当社取締役管理企画本部長(現任)

監査役(常勤) － 樋　口　正　宏 昭和30年３月28日生

昭和52年４月当社　入社

(注)３ 30

平成21年４月経理本部長

平成22年４月監査室本部長

平成23年10月㈱ヤシマ・エコ・システム業務役員

平成24年６月当社監査役(現任)

監査役(常勤) － 下　条　敏　雅 昭和25年６月９日生

昭和49年４月㈱三和銀行 入行

(注)３ －

平成21年３月当社 入社 監査室専任部長

平成23年４月監査室部長

平成23年６月㈱テクノエイト監査役

平成25年４月当社経営企画部付室長

平成25年６月幸栄電機㈱監査役(現任)

平成25年６月㈱ヤシマ・エコ・システム

監査役(現任)

平成25年６月当社監査役(現任)

監査役 － 宮　　　直　仁 昭和25年１月29日生

昭和49年４月中央共同監査法人　入社

(注)４ 8

昭和50年９月公認会計士登録

平成５年10月朝日監査法人代表社員就任

平成15年７月朝日監査法人東京事務所

第５事業部長

平成20年６月宮直仁公認会計士事務所　開設

(現任)

平成21年６月当社監査役(現任)

平成22年６月㈱ツクイ社外取締役(現任)

平成23年３月双葉監査法人統括代表社員(現任)

平成24年６月㈱テセック監査役（現任）

監査役 － 立　石　則　文 昭和28年９月21日生

昭和54年４月東京弁護士会登録

(注)３ 0

昭和61年９月アンダーソン・毛利法律事務所所属

平成６年９月 東西総合法律事務所設立(現任)

平成15年４月グローバルワン不動産投資法人

監督役員(現任)

平成24年６月当社監査役(現任)

計 2,317

(注) １　監査役 宮直仁、立石則文は、社外監査役であります。

２　取締役の任期は、平成26年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

３　監査役の任期は、平成28年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

４　監査役の任期は、平成29年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。
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５　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役２

名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

松 並 重 孝 昭和31年９月５日生

昭和55年４月

平成６年６月

平成22年４月

平成24年４月

戸村義雄税理士事務所　入社

当社　入社

経理本部長

経理部長(現任)

(注) 0

山 内　　豊 昭和28年１月18日生

昭和53年９月

昭和63年３月

平成16年12月

平成20年６月

公認会計士登録　公認会計士事務所開業(現任)

㈱前川製作所（現㈱マエカワ）監査役(現任)

つくば市代表監査委員(現任)

㈱前川製作所監査役(現任)

(注) －

(注) 補欠監査役の任期は、就任したときから退任した監査役の任期の満了の時までであります。

６　当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、また、能力主義に基づく積極的な人材

の登用のため、執行役員制度を導入しております。

執行役員は２名で、人事部長 石澤 輝之、技術企画本部長 唐子 純一です。

７　略歴欄の社名については、就任当時の社名で表示しております。

８　所有株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①企業統治の体制

イ　会社の企業統治の体制の概要およびその体制を採用する理由

当社は、公正かつ透明な企業活動を行うことを経営の基本としており、この方針を支えるコーポレー

ト・ガバナンスの重要性を充分認識し、経営の公正性・透明性、迅速な意思決定の維持・向上に努めて

おります。

当社は、監査役会制度を採用しております。採用する理由は、内部統制システムおよび執行監査体制の

充実に努めるためです。現在の役員構成は取締役７名、監査役４名（うち社外監査役２名）であります。

なお、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を確立し、経営責任を明確にするため、取締役の任期

を定款で１年に定めております。また、当社の取締役は18名以内、監査役は５名以内とする旨を定款で定

めております。

なお、社外監査役は会社法第427条第１項に定める賠償責任を限定する契約を締結しており、当契約に

基づく賠償責任限定額は、同法第425条第１項に定める金額の合計額としております。

ロ　会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況

取締役会は、毎月１回定期的に、さらに必要に応じて臨時に開催し、経営に関する重要事項を審議・決

定しております。業務執行につきましては、経営会議において業務執行の前提となる重要事項を審議し、

取締役会に付議しております。なお、経営会議は、常勤取締役７名、常勤監査役２名の９名で構成されて

おります。監査役会は、定期的さらに必要に応じて臨時に開催しており、また監査役は取締役会に出席す

るとともに、重要な会議への出席、重要な決裁書類の閲覧等を行っております。

内部統制につきましては、当社としては内部統制機能の充実を図り、社内のより高い企業倫理の確立

に向けて努力しております。

ハ　リスク管理体制の整備の状況

当社はリスクを適切に認識し、管理するための規程として「リスク管理規程」を定め、その中で個々

のリスクに関するワーキンググループを設置するなど、リスク管理体制の整備を推進しております。

リスク管理に関するグループ全体の方針の策定、リスク対策実施状況の点検およびフォロー、リスク

が顕在化したときのコントロールを行うために、「リスク管理委員会」（事務局をリスクマネジメント

部に置く）を設置しています。リスク管理委員会は、審議・活動の内容を定期的に取締役会に報告しま

す。

重大なリスクが顕在化したときには、「危機管理細則」に基づいて緊急時対策本部を設置し、被害を

最小限に抑制するための適切な措置を講じます。

ニ　取締役会が決議した内部統制システムの整備に係る基本方針は、次のとおりであります。

(1)取締役・従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

ａ．当社は、グループ各社とともに、市民生活との調和を図りつつ、公正かつ適切な経営を実現するた

め、法令、定款および社会規範・倫理（以下「法令等」と総称する。）ならびに「経営理念」および

「八洲グループ行動規範」の遵守を徹底するとともに、その浸透をはかる。

ｂ．当社は、当社およびグループ各社の取締役および従業員（執行役員を含む。以下同じ。）の職務の執

行が法令等ならびに「経営理念」および「八洲グループ行動規範」に適合することを確保し、その徹

底をはかるためにコンプライアンス委員会（委員長:代表取締役）の運営と社内教育を行う。
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ｃ．当社は、「内部通報規程」に基づき、当社およびグループ各社の従業員が、当社およびグループ会社

における法令等の違反を含むコンプライアンス違反に関する事実を発見した場合に、当社またはグ

ループ会社コンプライアンス担当部門あるいは外部通報窓口に通報する内部通報制度を設け、コンプ

ライアンス違反行為に対応する。

ｄ．当社監査室は、当社およびグループ各社の従業員の職務の執行が法令等に適合しているかにつき内

部監査を行い、改善すべき事項を明確にした上で、助言や勧告を行うとともに監査結果について社長

に報告する。社長は、管掌する取締役およびグループ会社社長にその改善を指示するとともに当該会

社の監査役に報告する。

ｅ．当社は、金融商品取引法に対応するため財務報告に影響を与える可能性のある勘定科目、拠点、業務

プロセス等を特定、可視化し、財務報告の適正性ならびに信頼性を確保する。

ｆ．取締役は、職務執行確認書を作成することにより、その職務の執行が法令および定款に適合してい

ることを確認し、これを取締役会の職務執行監督および監査役の監査に供する。

(2)取締役の職務の執行にかかる情報の保存および管理に関する体制

取締役の職務の執行にかかる情報の保存および管理に関する事項は、「文書管理規程」に従って行

い、取締役および監査役はかかる情報を常時閲覧可能とする。

(3)損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、「リスク管理規程」に基づき、リスク管理委員会（委員長：代表取締役）を中心として、当社

およびグループ会社の経営に影響を及ぼすおそれのある経営リスク・事業リスク等を総合的に認識し、

評価するとともに、リスク管理体制をなお一層整備する。なお、リスク管理体制の整備には、経営に影響

を及ぼす不測の事態が発生した場合にも対応できる体制を含む。

(4)取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ａ．当社は、取締役会を月１回定期的に開催するほか、必要に応じて臨時に開催し機動的な意思決定を

行う。

ｂ．当社は、取締役会において経営機構、代表取締役およびその他の職務執行を担当する取締役の職務

分掌を定め、代表取締役および各職務担当取締役に職務の執行を行わせる。

ｃ．当社は、取締役および常勤監査役等にて構成される経営会議を設置し、職務執行に関する個別経営

課題を実務的な観点から協議し審議する。なお、経営会議は月１回以上開催する。

(5)当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

当社は、グループ各社の管理については、「関係会社管理規程」に基づき適切に推進する。また当社

は、グループ各社への内部監査を実施し、グループ各社の業務全般にわたる内部統制の有効性および妥

当性と信頼性を確保する。なお、グループ各社社長は当社社長宛にコンプライアンス宣誓書を提出する。

(6)監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事項

当社は、監査役が補助者を必要とするときは、補助者となるべき従業員の所属する部門の担当取締役

にその旨を連絡し、当該取締役は速やかに必要な措置を講じる。

(7)前項の当該従業員の取締役からの独立性に関する事項

当社は、監査役の要請によって、その職務を補助することとなった従業員の人事異動・人事評価・懲

戒処分等については当該監査役の事前の同意を必要とする。

(8)取締役および従業員が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

当社は、監査役会と協議の上、取締役および従業員が監査役に報告すべき事項を「取締役会規程」で

定める。なお、取締役は、その定められた事項について監査役に報告するとともに、その他、当社またはグ

ループ各社の業務または業績に影響を与える重要な事項について監査役に都度報告する。
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(9)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ａ．当社は、監査役に対し、重要な決裁書類を供覧し、監査役がいつでも経営情報をはじめとする各種の

情報を取得できる体制をとる。

ｂ．当社は、監査役が、取締役または会計監査人との間で、意見および情報の交換を行う場を提供する。

(10) 反社会的勢力との関係を遮断するための体制

ａ．当社は、「八洲グループ行動規範」に基づき、グループ各社とともに、反社会的勢力との関係遮断を

遂行するための体制をとる。また、取引先については、取引開始時に反社会的勢力でないことを確認す

る。

ｂ．当社は、グループ各社とともに反社会的勢力には毅然とした対応をするが、反社会的勢力との接触

が生じた場合には、速やかに警察当局および顧問弁護士等に通報・相談して対応する。

 

※　会社の機関・内部統制の関係を分かりやすく示す図表

　

②内部監査及び監査役監査

内部監査は、専任組織である監査室業務監査課（２名）が業務の適法性・妥当性についての計画的

な監査を実施し、その評価結果を都度社長に報告し、取締役および監査役に周知しています。また、監査

室内部統制課(２名)は、財務報告に係る内部統制の有効性評価を行う内部統制推進プロジェクト(９

名)の事務局機能を果たしています。なお、監査室は、監査役および会計監査人と適切な連携を図ってお

ります。

監査役監査につきましては、法令ならびに定款およびその他の諸規則に準拠して、独立した立場で監

査を実施しております。また監査役は会計監査人および監査室と情報・意見交換等適切に連携を図っ

ており、十分な経営チェックを行う体制が整っております。なお、社外監査役２名を、独立役員として指

定しております。
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③社外取締役及び社外監査役

当社の社外監査役は２名であります。社外監査役２名のうち、宮直仁は公認会計士として監査法人、

会計事務所における豊富な経験から財務および会計に関する相当の知見を有する監査役であり、当社

との人的関係・資本的関係または取引関係、その他の利害関係はございません。また、立石則文は弁護

士として高度な専門知識を有する監査役であり、当社との人的関係・資本的関係または取引関係、その

他の利害関係はございません。

社外監査役は、毎月１回定期的さらに必要に応じて臨時に開催している監査役会に出席しています。

また、社外監査役は、毎月１回定期的さらに必要に応じて臨時に開催している取締役会に出席している

ほか、他の監査役から、出席している会議の内容、閲覧している重要な決裁書類の内容等の報告を受け

ています。なお、社外監査役は、取締役とは職責を異にする独立機関であることを充分認識し、積極的に

意見の表明、充分な経営チェックを行える体制を整えております。

監査役と会計監査人である監査法人は、年間監査計画の確認を行うとともに監査結果の報告を行っ

ております。また、経営者や監査役会と適宜情報・意見交換等を行っております。

社外監査役である宮直仁および立石則文を一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員とし

て選任しております。

当社は監査役会設置会社であり、社外監査役２名（独立役員として指定）を選任しており、それぞれ

職歴、経験、知識等を活かし外部的視点から監査を行っており、経営の監視機能を十分に果たし得る客

観性および中立性を確保していると考えています。このため社外取締役を選任しておりません。

なお、当社は社外取締役又は社外監査役を選任するための独立性に関する基準および方針はござい

ませんが、基本的な考え方は東京証券取引所が定める独立役員の規定に準じております。

　
④自己株式の取得の内容の概要

当社は、資本政策等の遂行を機動的に可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役

会の決議によって自己の株式の取得を行うことができる旨を定款で定めております。

　
⑤取締役の選任の決議要件

当社は、取締役選任の決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨および累積投票によらない旨を定款に定め

ております。

　
⑥株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使する

ことができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもっ

て行う旨を定款に定めております。

　
⑦剰余金の配当（中間配当）の決定機関

当社は、会社法第454条第５項により、株主総会の決議によらず取締役会の決議により、毎年９月30日

を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。これは、剰余金の配当（中間

配当）を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするもの

であります。
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⑧役員の報酬等

イ 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

190 190 － － － 9

監査役
(社外監査役を除く。)

26 26 － － － 2

社外役員 16 16 － － － 4

ロ 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

ハ 使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

該当事項はありません。

ニ 役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針

・取締役の報酬は、年度業績によって変動する業績連動報酬と固定報酬で構成しております。

・業績連動報酬は、全社の業績および本人の役割に応じた功績評価に基づき決定しております。

・監査役の報酬は、固定報酬で構成しております。

・役員の報酬については、株主総会で決議された報酬総額の範囲で、取締役の報酬は取締役会の決議

により、監査役の報酬は監査役会の協議により決定しております。
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⑨株式の保有状況

イ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数 65銘柄

貸借対照表計上額の合計額 942百万円

ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び

保有目的

（前事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

㈱日立製作所 210,000 111
取引企業との業務に関
連する株式

㈱丸井グループ 99,000 68 〃

昭和電工㈱ 302,868 56 〃

JFEホールディングス㈱ 30,404 54 〃

ラサ商事㈱ 100,000 49 〃

旭化成㈱ 81,000 41 〃

北越紀州製紙㈱ 75,000 41 〃

日油㈱ 100,500 40 〃

東京急行電鉄㈱ 100,000 39 〃

東京製鐵㈱ 40,000 29 〃

㈱三菱UFJフィナンシャル・グルーブ 54,040 22 〃

日本精工㈱ 29,000 18 〃

高砂熱学工業㈱ 28,100 18 〃

㈱リコー 21,950 17 〃

大日本スクリーン製造㈱ 21,701 16 〃

ダイダン㈱ 31,500 16 〃

住友重機械工業㈱ 29,600 13 〃

コナミ㈱ 5,563 13 〃

㈱岡村製作所 20,847 12 〃

㈱セブン＆アイ・ホールディングス 4,800 11 〃

㈱堀場製作所 3,899 11 〃

セガサミーホールディングス㈱ 6,318 10 〃

マックス㈱ 10,021 10 〃

新電元工業㈱ 26,000 10 〃

凸版印刷㈱ 13,650 8 〃

京浜急行電鉄㈱ 11,898 8 〃
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銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

大和冷機工業㈱ 18,720 8 〃

㈱伊予銀行 10,000 7 〃

日本軽金属㈱ 52,000 6 〃

三機工業㈱ 14,000 6 〃

(注)　特定投資株式の住友重機械工業㈱及びコナミ㈱及び㈱岡村製作所及び㈱セブン＆アイ・ホールディングス及び㈱

堀場製作所及びセガサミーホールディングス㈱及びマックス㈱及び新電元工業㈱及び凸版印刷㈱及び京浜急行

電鉄㈱及び大和冷機工業㈱及び㈱伊予銀行及び日本軽金属㈱並びに三機工業㈱は、貸借対照表計上額が資本金の

100分の１以下でありますが、上位30銘柄について記載しております。
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（当事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

㈱日立製作所 210,000 114
取引企業との業務に関
連する株式

㈱丸井グループ 99,000 96 〃

東京急行電鉄㈱ 100,000 70 〃

JFEホールディングス㈱ 30,855 54 〃

旭化成㈱ 81,000 50 〃

日油㈱ 102,353 47 〃

ラサ商事㈱ 100,000 46 〃

昭和電工㈱ 307,154 43 〃

北越紀州製紙㈱ 75,000 33 〃

㈱三菱UFJフィナンシャル・グルーブ 54,040 30 〃

㈱リコー 21,950 22 〃

高砂熱学工業㈱ 28,100 21 〃

日本精工㈱ 29,000 20 〃

東京製鐵㈱ 40,000 15 〃

ダイダン㈱ 31,500 15 〃

㈱岡村製作所 21,862 15 〃

㈱セブン＆アイ・ホールディングス 4,800 14 〃

セガサミーホールディングス㈱ 6,706 12 〃

京浜急行電鉄㈱ 12,914 12 〃

マックス㈱ 10,670 12 〃

㈱堀場製作所 4,150 11 〃

住友重機械工業㈱ 29,600 11 〃

コナミ㈱ 5,913 11 〃

大和冷機工業㈱ 18,720 10 〃

㈱野菜工房 5,000 10 〃

大日本スクリーン製造㈱ 22,868 9 〃

新電元工業㈱ 26,000 9 〃

凸版印刷㈱ 13,650 9 〃

㈱伊予銀行 10,000 8 〃

三機工業㈱ 14,000 6 〃
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(注)　特定投資株式の東京製鐵㈱及びダイダン㈱及び㈱岡村製作所及び㈱セブン＆アイ・ホールディングス及びセガサ

ミーホールディングス㈱及び京浜急行電鉄㈱及びマックス㈱及び㈱堀場製作所及び住友重機械工業㈱及びコナ

ミ㈱及び大和冷機工業㈱及び㈱野菜工房及び大日本スクリーン製造㈱及び新電元工業㈱及び凸版印刷㈱及び㈱

伊予銀行並びに三機工業㈱は、貸借対照表計上額が資本金の100分の１以下でありますが、上位30銘柄について記

載しております。

ハ 保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

　

⑩会計監査の状況

当社の会計監査業務は、有限責任 あずさ監査法人と監査契約を締結しており、監査業務を執行した

公認会計士は、有限責任 あずさ監査法人所属の平井 清 氏、河合 宏幸 氏の２名であり、監査業務に係

る補助者（公認会計士９名、その他７名）とともに定期的、さらに必要に応じて監査業務を行っており

ます。会計監査人は、監査役と年間監査計画の確認を行うとともに監査結果の報告を行っております。

また、経営者や監査役会と適宜情報・意見交換等を行っております。

　

(2) 【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区    分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 40 3 39 1

連結子会社 － － － －

合計 40 3 39 1

　

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、内部統制の指導・助

言業務及びコンフォートレターの作成であります。

当連結会計年度

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、内部統制の指導・助

言業務であります。

　

④【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、監査日程等を勘案した上で決定しております。

　

EDINET提出書類

八洲電機株式会社(E02812)

有価証券報告書

 42/103



第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1)　当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令

第28号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しており

ます。

　

(2)　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59

号）第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）により作成

しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成24年４月１日から平成25

年３月31日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成24年４月１日から平成25年３月31日まで)の財務諸表

について、有限責任 あずさ監査法人により監査を受けております。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

企業会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入

し、研修等に参加することにより情報収集を行っております。

EDINET提出書類

八洲電機株式会社(E02812)

有価証券報告書

 43/103



１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,382 6,925

受取手形及び売掛金 ※5
 25,926

※5
 27,124

有価証券 322 427

商品 3,728 3,127

原材料 4 5

未成工事支出金 212 86

仕掛品 89 62

未収入金 ※4
 5,539

※4
 4,567

繰延税金資産 348 351

その他 350 348

貸倒引当金 △132 △80

流動資産合計 43,772 42,947

固定資産

有形固定資産

建物 1,903 1,988

減価償却累計額 △1,330 △1,370

減損損失累計額 － △151

建物（純額） ※2
 572

※2
 466

機械装置及び運搬具 153 155

減価償却累計額 △103 △120

機械装置及び運搬具（純額） 50 34

工具、器具及び備品 758 679

減価償却累計額 △624 △586

減損損失累計額 － △0

工具、器具及び備品（純額） 133 92

土地 ※2
 734

※2
 734

有形固定資産合計 1,491 1,327

無形固定資産

ソフトウエア 142 1,251

ソフトウエア仮勘定 1,024 －

のれん 287 235

その他 12 11

無形固定資産合計 1,465 1,498

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 1,713

※1
 1,846

破産更生債権等 39 0

繰延税金資産 428 458

その他 252 246

貸倒引当金 △74 △29

投資その他の資産合計 2,359 2,522

固定資産合計 5,316 5,348

資産合計 49,088 48,296
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 22,738

※2
 23,244

短期借入金 ※2
 350

※2
 380

未払金 ※4
 7,220

※4
 5,754

未払法人税等 559 258

賞与引当金 540 583

資産除去債務 － 66

その他 1,852 1,937

流動負債合計 33,262 32,225

固定負債

長期借入金 ※2
 465

※2
 270

退職給付引当金 1,387 1,401

繰延税金負債 15 3

資産除去債務 8 8

その他 181 147

固定負債合計 2,057 1,832

負債合計 35,320 34,057

純資産の部

株主資本

資本金 1,585 1,585

資本剰余金 1,037 1,037

利益剰余金 10,596 11,024

自己株式 △0 △0

株主資本合計 13,218 13,646

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 158 181

その他の包括利益累計額合計 158 181

少数株主持分 391 410

純資産合計 13,768 14,238

負債純資産合計 49,088 48,296
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

売上高

商品売上高 58,643 68,679

工事売上高 16,529 13,873

売上高合計 75,173 82,552

売上原価

商品売上原価 50,021 59,710

工事売上原価 14,276 12,042

売上原価合計 64,298 71,752

売上総利益

商品売上総利益 8,621 8,968

工事売上総利益 2,253 1,831

売上総利益合計 10,874 10,800

販売費及び一般管理費

給料及び手当 4,084 4,053

賞与引当金繰入額 494 547

退職給付費用 611 642

法定福利費 602 613

地代家賃 264 276

貸倒引当金繰入額 35 △59

減価償却費 250 462

運送費及び保管費 396 373

旅費及び通信費 713 734

その他 1,700 1,732

販売費及び一般管理費合計 9,152 9,377

営業利益 1,722 1,422

営業外収益

受取利息 8 8

受取配当金 29 25

仕入割引 23 20

不動産賃貸料 53 52

その他 49 86

営業外収益合計 164 193

営業外費用

支払利息 8 8

売上割引 4 3

不動産賃貸原価 21 19

売上債権売却損 5 10

株式交付費 26 －

その他 7 4

営業外費用合計 73 46

経常利益 1,813 1,569

EDINET提出書類

八洲電機株式会社(E02812)

有価証券報告書

 46/103



(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

特別利益

投資有価証券売却益 0 －

会員権売却益 0 －

固定資産売却益 ※1
 77 －

保険解約返戻金 24 －

その他 1 －

特別利益合計 104 －

特別損失

固定資産除却損 ※2
 2

※2
 6

投資有価証券評価損 3 －

投資有価証券売却損 81 －

減損損失 ※3
 3

※3
 152

事務所移転費用 2 1

その他 2 3

特別損失合計 96 163

税金等調整前当期純利益 1,821 1,405

法人税、住民税及び事業税 764 660

法人税等調整額 134 △53

法人税等合計 899 606

少数株主損益調整前当期純利益 922 798

少数株主利益 32 44

当期純利益 889 754
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【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 922 798

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 81 13

その他の包括利益合計 ※
 81

※
 13

包括利益 1,003 812

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 971 777

少数株主に係る包括利益 32 35
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 1,176 1,585

当期変動額

新株の発行 409 －

当期変動額合計 409 －

当期末残高 1,585 1,585

資本剰余金

当期首残高 627 1,037

当期変動額

新株の発行 409 －

当期変動額合計 409 －

当期末残高 1,037 1,037

利益剰余金

当期首残高 9,956 10,596

当期変動額

剰余金の配当 △249 △326

当期純利益 889 754

当期変動額合計 640 427

当期末残高 10,596 11,024

自己株式

当期首残高 △0 △0

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △0 △0

株主資本合計

当期首残高 11,760 13,218

当期変動額

新株の発行 818 －

剰余金の配当 △249 △326

当期純利益 889 754

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 1,458 427

当期末残高 13,218 13,646
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 76 158

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

81 22

当期変動額合計 81 22

当期末残高 158 181

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 76 158

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

81 22

当期変動額合計 81 22

当期末残高 158 181

少数株主持分

当期首残高 368 391

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 22 19

当期変動額合計 22 19

当期末残高 391 410

純資産合計

当期首残高 12,206 13,768

当期変動額

新株の発行 818 －

剰余金の配当 △249 △326

当期純利益 889 754

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 103 42

当期変動額合計 1,562 470

当期末残高 13,768 14,238
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,821 1,405

減価償却費 261 482

減損損失 3 152

有形固定資産売却損益（△は益） △77 0

有形固定資産除却損 2 6

投資有価証券評価損益（△は益） 3 －

投資有価証券売却損益（△は益） 81 －

会員権売却損益（△は益） △0 －

株式交付費 26 －

保険解約返戻金 △24 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 35 △96

賞与引当金の増減額（△は減少） 8 43

退職給付引当金の増減額（△は減少） △63 13

受取利息及び受取配当金 △38 △34

支払利息 8 8

売上債権の増減額（△は増加） △1,531 △1,113

たな卸資産の増減額（△は増加） △432 752

仕入債務の増減額（△は減少） 1,196 553

未収消費税等の増減額（△は増加） △16 19

未払消費税等の増減額（△は減少） 39 28

未収入金の増減額（△は増加） △1,697 972

未払金の増減額（△は減少） 2,149 △1,051

預り金の増減額（△は減少） △30 2

その他 △35 △55

小計 1,691 2,090

利息及び配当金の受取額 38 33

利息の支払額 △8 △8

法人税等の支払額 △596 △976

法人税等の還付額 7 38

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,132 1,177

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △106 △99

有形固定資産の売却による収入 149 1

有形固定資産の除却による支出 △0 △1

無形固定資産の取得による支出 △619 △812

投資有価証券の取得による支出 △473 △16

投資有価証券の売却による収入 92 －

投資有価証券の償還による収入 400 －

保険積立金の解約による収入 115 1

子会社株式の取得による支出 △530 △100

その他 32 9

投資活動によるキャッシュ・フロー △941 △1,017
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △15 30

長期借入れによる収入 430 －

長期借入金の返済による支出 △220 △194

株式の発行による収入 791 －

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △249 △326

少数株主への配当金の支払額 △10 △16

財務活動によるキャッシュ・フロー 727 △506

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 917 △346

現金及び現金同等物の期首残高 6,605 7,522

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 7,522

※
 7,176
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

　

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数

４社

連結子会社の名称

「第１　企業の概況　４　関係会社の状況」に記載しているため省略しております。

(2) 非連結子会社名

Hong Kong Yashima Denki Limited(香港八洲電機有限公司)

Yashima Denki Singapore Pte.Ltd.

八禧洲(上海)?机商?有限公司

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社３社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰

余金等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の会社等の名称

Hong Kong Yashima Denki Limited(香港八洲電機有限公司)

Yashima Denki Singapore Pte.Ltd.

八禧洲(上海)?机商?有限公司

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社３社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

ａ　満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

ｂ　その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

②たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

ａ　商品

総平均法
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ｂ　原材料

最終仕入原価法

ｃ　未成工事支出金

個別法

ｄ　仕掛品

個別法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。ただし、平成

10年４月以降に取得した建物(建物附属設備は除く)については、定額法を採用しております。なお、取

得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間均等償却によっております。

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額までに償却が終了した翌

年から５年間で均等償却する方法によっております。

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に

取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これによる当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、ソフトウエア（自社利用）については、主として社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、過去勤務債務については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による按分額を費用処理しております。数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年) による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用

処理しております。
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(4) 重要な収益及び費用の計上基準

工事売上高及び工事売上原価の計上基準

工事売上高の計上は当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につい

ては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を

適用しております。

(5) のれんの償却方法及び償却期間

６年間で均等償却しています。

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　

(未適用の会計基準等)

・「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号　平成24年５月17日)

・「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日)

(1)概要

本会計基準等は、財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上の差異及び

未認識過去勤務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充を中心に改

正されたものです。

　

(2)適用予定日

平成26年３月期の期末より適用予定です。ただし、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正につ

いては、平成27年３月期の期首より適用予定です。

　

(3)当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中です。
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(連結貸借対照表関係)

※１  非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

投資有価証券（株式） 47百万円 147百万円

　

※２  担保資産及び担保付債務は以下のとおりであります。

担保資産

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

建物 282百万円 270百万円

土地 223百万円 223百万円

合計 505百万円 494百万円

　

担保付債務

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

支払手形及び買掛金 1,250百万円 1,250百万円

割引手形 86百万円 78百万円

短期借入金 40百万円 70百万円

長期借入金 201百万円 143百万円

合計 1,577百万円 1,542百万円

　

３  受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

受取手形割引高 126百万円 123百万円

受取手形裏書譲渡高 52百万円 6百万円

　

※４  包括代理受注契約に基づく取引残高

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

未収入金 5,458百万円 4,503百万円

未払金 6,346百万円 5,320百万円

　包括代理受注契約とは、請負者の代理人として契約する取引であります。

　

※５  期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

　　　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行われ

たものとして処理しております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

受取手形 241百万円 239百万円
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(連結損益計算書関係)

※１  固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

建物 3百万円 －百万円

工具、器具及び備品 2百万円 －百万円

土地 71百万円 －百万円

合計 77百万円 －百万円

　
※２  固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

建物 0百万円 2百万円

工具、器具及び備品 2百万円 3百万円

合計 2百万円 6百万円

　

※３  減損損失

　当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　
前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

　
用途 種類 場所

遊休資産 電話加入権 東京都

　当社グループは、原則として、継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分(会社別、事業別か

つ事業所別)を単位としてグルーピングを行っており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピン

グを行っております。なお、回収可能価額は市場価格等に基づく正味売却価額によっております。

　上記の電話加入権については、遊休状態であり、帳簿価額に対し市場価格が著しく下落しているため、

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(3百万円)として特別損失に計上いたしました。

　
当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　
用途 種類 場所 金額(百万円)

遊休資産 建物 東京都 151

遊休資産 工具、器具及び備品 東京都 0

遊休資産 電話加入権 東京都 0

　当社グループは、原則として、継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分(会社別、事業別か

つ事業所別)を単位としてグルーピングを行っており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピン

グを行っております。

　上記資産については、遊休資産となっておりますが、売却の意思決定がなされたため、回収可能価額は

売却見込額に基づいて算定しております。
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（連結包括利益計算書関係）

※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

（百万円）

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

その他有価証券評価差額金 　 　

　当期発生額 38 21

　組替調整額 80 －

　　税効果調整前 118 21

　　税効果額 △37 △7

　　その他有価証券評価差額金 81 13

その他の包括利益合計 81 13

　

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１． 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 19,207,500 2,575,000 － 21,782,500

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

公募増資による増加　　　　2,200,000株

第三者割当増資による増加　　375,000株

　

２． 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 1,045 64 － 1,109

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取による増加　　64株

　
３． 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成23年６月28日
定時株主総会

普通株式 249 13.00平成23年３月31日平成23年６月29日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成24年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 326 15.00平成24年３月31日平成24年６月28日
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当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１． 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 21,782,500 － － 21,782,500

　

２． 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 1,109 75 － 1,184

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取による増加　　75株

　

３． 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成24年６月27日
定時株主総会

普通株式 326 15.00平成24年３月31日平成24年６月28日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 283 13.00平成25年３月31日平成25年６月27日

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※    現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

現金及び預金 7,382百万円 6,925百万円

有価証券 322百万円 427百万円

計 7,705百万円 7,353百万円

預入期間３か月超の定期預金 △172百万円 △167百万円

MMFを除く有価証券 △10百万円 △10百万円

現金及び現金同等物 7,522百万円 7,176百万円
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(リース取引関係)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

(借主側)

(1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

(単位：百万円)

　 前連結会計年度

(平成24年３月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

工具、器具及び備品 15 13 1

(単位：百万円)

　 当連結会計年度

(平成25年３月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

工具、器具及び備品 － － －

　

(2)　未経過リース料期末残高相当額

(単位：百万円)

　 前連結会計年度

(平成24年３月31日)

当連結会計年度

(平成25年３月31日)　

1年内 1 －

1年超 － －

合計 1 －

　

(3)　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

(単位：百万円)

　 前連結会計年度

(自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成24年４月１日

至　平成25年３月31日)　

支払リース料 5 1

減価償却費相当額 5 1

支払利息相当額 0 0

　

(4)　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。
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(金融商品関係)

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入によ

る方針です。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建ての営業債

権は、為替の変動リスクに晒されていますが、金額が僅少であります。有価証券及び投資有価証券は、主に

満期保有目的の債券及び取引企業との業務に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており

ます。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。短期借入金は、主に営業取引に係る

資金調達であります。長期借入金は、設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、返済日は決済

日後、最長で４年後であります。なお、借入金の金利は固定金利を採用しており、金利の変動リスクはあり

ません。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、与信管理規程に従い、調査部門が各得意先の信用状態に関する資料を集中管理し、取引上の参考

に資するとともに必要事項を関係部署に伝達することにより、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期

把握や軽減を行っております。連結子会社についても、当社の与信管理規程に準じて、同様の管理を行って

おります。

満期保有目的の債券は、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。

②  市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社は、有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を

把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続

的に見直しております。

③  資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新することにより、流動性リ

スクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することもあります。

(5) 信用リスクの集中

該当事項はありません。
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２  金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（(注２)を参照ください。）。

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

(１) 現金及び預金 7,382 7,382 －

(２) 受取手形及び売掛金 25,926 25,926 －

(３) 未収入金 5,539 5,539 －

(４) 有価証券及び投資有価証券 　 　 　

①満期保有目的の債券 569 570 0

②その他有価証券 1,414 1,414 －

資産計 40,833 40,833 0

(１) 支払手形及び買掛金 22,738 22,738 －

(２) 短期借入金 350 350 －

(３) 未払金 7,220 7,220 －

(４) 未払法人税等 559 559 －

(５) 長期借入金 465 465 △0

負債計 31,334 31,334 △0

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

(１) 現金及び預金 6,925 6,925 －

(２) 受取手形及び売掛金 27,124 27,124 －

(３) 未収入金 4,567 4,567 －

(４) 有価証券及び投資有価証券 　 　 　

①満期保有目的の債券 564 568 3

②その他有価証券 1,547 1,547 －

資産計 40,729 40,733 3

(１) 支払手形及び買掛金 23,244 23,244 －

(２) 短期借入金 380 380 －

(３) 未払金 5,754 5,754 －

(４) 未払法人税等 258 258 －

(５) 長期借入金 270 270 △0

負債計 29,908 29,908 △0
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(注１) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資　産

(１)現金及び預金、(２)受取手形及び売掛金、並びに(３)未収入金

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

　 (４)有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示され

た価格によっております。MMF等は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。

負　債

(１)支払手形及び買掛金、(２)短期借入金、(３)未払金、並びに(４)未払法人税等

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(５)長期借入金

この時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価

値により算定しております。

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額
（単位：百万円）

区分 平成24年３月31日 平成25年３月31日

非上場株式 4 14

子会社株式 47 147

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(４)有価証券

及び投資有価証券　②その他有価証券」には含めておりません。
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(注３) 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

現金及び預金 172 － －

受取手形及び売掛金 25,926 － －

未収入金 5,539 － －

有価証券のうち満期があるもの 　 　 　

　満期保有目的の債券（国債・社債） － 464 105

　その他有価証券のうち満期があるもの（MMF等） 322 － －

合計 31,961 464 105

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

現金及び預金 167 － －

受取手形及び売掛金 27,124 － －

未収入金 4,567 － －

有価証券のうち満期があるもの 　 　 　

　満期保有目的の債券（国債・社債） － 564 －

　その他有価証券のうち満期があるもの（MMF等） 427 － －

合計 32,287 564 －

　

(注４) 長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

　

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

短期借入金 350 － － － －

長期借入金 194 131 61 55 22

(注)その他有利子負債の長期預り保証金については、取引先と当社との間で債権等の弁済を担保するため返済

期限が定まっておりません。

　

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

短期借入金 380 － － －

長期借入金 131 61 55 22

(注)その他有利子負債の長期預り保証金については、取引先と当社との間で債権等の弁済を担保するため返済

期限が定まっておりません。
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(有価証券関係)

１  満期保有目的の債券

前連結会計年度（平成24年３月31日）

区分
連結貸借対照表
計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの 　 　 　

　国債・地方債等 99 100 0

　社債 318 319 0

　小計 418 419 1

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの 　 　 　

　社債 151 150 △0

　小計 151 150 △0

　合計 569 570 0

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

区分
連結貸借対照表
計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの 　 　 　

　国債・地方債等 99 101 1

　社債 314 317 2

　小計 414 418 3

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの 　 　 　

　社債 150 150 △0

　小計 150 150 △0

　合計 564 568 3

　

２  その他有価証券

前連結会計年度（平成24年３月31日）

区分
連結貸借対照表
計上額
(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 　 　 　

　株式 962 708 254

　小計 962 708 254

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 　 　 　

　株式 452 468 △16

　小計 452 468 △16

　合計 1,414 1,177 237
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当連結会計年度（平成25年３月31日）

区分
連結貸借対照表
計上額
(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 　 　 　

　株式 845 529 316

　小計 845 529 316

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 　 　 　

　株式 701 759 △58

　小計 701 759 △58

　合計 1,547 1,289 258

　

３  連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 92 0 81

合計 92 0 81

　

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため該当事項はありません。
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(退職給付関係)

１  採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付企業年金制度、厚生年金基金制度及び退職一時金制度並びに確定拠

出年金制度を設けております。

厚生年金基金制度は東京都電設工業厚生年金基金に加入しております。当該厚生年金基金は総合設立

型厚生年金基金であり、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、

退職給付に係る会計基準(企業会計審議会　平成10年６月16日)注解12(複数事業主制度の企業年金につ

いて)により、年金基金への要拠出額(従業員拠出額を除く)を退職給付費用として処理しております。

なお、当該年金基金の年金資産総額のうち、平成25年３月31日現在の加入人員割合を基準として計算

した当社グループの年金資産額は、4,744百万円であります。

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

・要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項

(1)制度全体の積立金に関する事項
（単位：百万円）

　 平成23年３月31日現在 平成24年３月31日現在

年金資産の額　 158,889 157,212

年金財政計算上の給付債務の額　 189,221 189,105

差引額　 △30,331 △31,892

(2)制度全体に占める当社グループの加入人員割合

前連結会計年度　3.0%(自 平成23年４月１日　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度　3.0%(自 平成24年４月１日　至 平成25年３月31日)

(3)補足説明

本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年元利均等償却であり、当社グループは、当期の連

結財務諸表上、特別掛金を前連結会計年度85百万円、当連結会計年度83百万円費用処理しております。

なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致いたしません。

　

２  退職給付債務に関する事項

（単位：百万円）

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

(1)退職給付債務 △6,346 △6,494

(2)未認識過去勤務債務(債務の減額) △658 △566

(3)未認識数理計算上の差異 1,535 1,670

(4)年金資産(退職給付信託を含む) 4,082 3,988

(5)退職給付引当金 △1,387 △1,401

（注）退職給付債務の算定にあたり、一部の連結子会社について簡便法を採用しております。
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３  退職給付費用に関する事項

（単位：百万円）

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

(1)勤務費用 109 115

(2)利息費用 128 125

(3)期待運用収益 △75 △61

(4)過去勤務債務の費用処理額 △92 △92

(5)数理計算上の差異の費用処理額 182 209

小計 251 297

(6)厚生年金基金拠出額 217 213

(7)確定拠出型年金制度への掛金等 207 190

合計 677 702

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。

　
４  退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

(2) 割引率

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

2.0% 1.3%

(3) 期待運用収益率

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

2.0% 1.5%

(4) 過去勤務債務の額の処理年数

10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による按分額を費用処理しておりま

す。)

(5) 数理計算上の差異の処理年数

10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による按分額を費用処理しておりま

す。)
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(税効果会計関係)

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

（繰延税金資産） 　 　

　流動資産 　 　

　　未払事業税 43百万円 25百万円

　　賞与引当金 206百万円 222百万円

　　貸倒引当金 47百万円 29百万円

　　未払費用 30百万円 33百万円

　　その他 23百万円 41百万円

　　繰延税金資産合計 351百万円 352百万円

　　繰延税金負債(流動)との相殺額 △3百万円 △1百万円

　　繰延税金資産の純額 348百万円 351百万円

　固定資産 　 　

　　退職給付引当金 499百万円 504百万円

　　長期未払金 41百万円 29百万円

　　会員権 35百万円 36百万円

　　固定資産に係る内部利益等 0百万円 0百万円

　　減損損失 －百万円 57百万円

　　その他 46百万円 30百万円

　　小計 623百万円 658百万円

　　評価性引当額 △91百万円 △80百万円

　　繰延税金資産合計 532百万円 577百万円

　　繰延税金負債(固定)との相殺 △103百万円 △118百万円

　　繰延税金資産の純額 428百万円 458百万円

　 　 　

（繰延税金負債） 　 　

　流動負債 　 　

　　未収事業税 3百万円 1百万円

　　小計 3百万円 1百万円

　　繰延税金負債合計 3百万円 1百万円

　　繰延税金資産(流動)との相殺額 △3百万円 △1百万円

　　繰延税金負債の純額 －百万円 －百万円

　固定負債 　 　

　　その他有価証券評価差額金 80百万円 87百万円

　　その他 38百万円 34百万円

　　繰延税金負債合計 119百万円 122百万円

　　繰延税金資産(固定)との相殺 △103百万円 △118百万円

　　繰延税金負債の純額 15百万円 3百万円
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２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

法定実効税率 40.69％ 38.01％

（調整） 　 　

　交際費等永久に損金に算入されない項目 2.13％ 2.89％

　評価性引当額 △0.08％ △0.90％

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.46％ △0.35％

　住民税均等割等 1.10％ 1.58％

　税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 5.04％ －％

　のれん償却額 0.58％ 1.42％

　その他 0.37％ 0.51％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.37％ 43.16％

　
(資産除去債務関係)

前連結会計年度末自  （平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

　資産除去債務の金額的重要性が低いため、記載を省略しております。

　
当連結会計年度末（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

　資産除去債務の金額的重要性が低いため、記載を省略しております。

　
(賃貸等不動産関係)

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

賃貸等不動産の金額的重要性が低いため、記載を省略しております。

　
当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

賃貸等不動産の金額的重要性が低いため、記載を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

(1)報告セグメントの決定方法

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社は、製品・取引先別の事業本部を置き、各事業本部は取り扱う製品・サービスについて包括的な戦

略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社は事業本部を基礎とした製品・取引先別セグメントから構成されており、「システム・ソ

リューション事業」及び「電子デバイス・コンポーネント事業」の２つを報告セグメントとしておりま

す。

(2)各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「システム・ソリューション事業」は、主に鉄鋼システム、鉄道関連システム、受変電システムを販売

しております。

「電子デバイス・コンポーネント事業」は、主に半導体関連、表示パネル用液晶ディスプレイを販売し

ております。

　
２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　
「会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更」に記載のとおり、法人税法の改正に

伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後の法人税法に基づく

方法に変更しております。

これによる「システム・ソリューション事業」及び「電子デバイス・コンポーネント事業」のセグメン

ト利益に与える影響は軽微であります。
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３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

（単位：百万円）

　

報告セグメント
調整額
(注)１、２

連結財務諸表
計上額
(注)３

システム・ソ
リューション事

業

電子デバイス・
コンポーネント

事業
計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 60,094 15,079 75,173 － 75,173

  セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 60,094 15,079 75,173 － 75,173

セグメント利益 3,139 142 3,282△1,560 1,722

セグメント資産 31,409 6,365 37,77411,313 49,088

その他の項目 　 　 　 　 　

  減価償却費 176 19 195 65 261

  のれんの償却額 26 － 26 － 26

  特別損失 　 　 　 　 　

   (減損損失) 3 － 3 － 3

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

548 94 643 138 781

(注) １　セグメント利益の調整額の主なものは、報告セグメントに帰属しない親会社本社の総務部門等管理

部門に係る経費であります。

２　セグメント資産の調整額の主なものは、親会社での余資運用資金(預金及び有価証券)、長期性投資

資金(投資有価証券)及び総務部門等管理部門に係る資産等であります。

３　セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

（単位：百万円）

　

報告セグメント
調整額
(注)１、２

連結財務諸表
計上額
(注)３

システム・ソ
リューション事

業

電子デバイス・
コンポーネント

事業
計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 58,273 24,279 82,552 － 82,552

  セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 58,273 24,279 82,552 － 82,552

セグメント利益 3,074 178 3,252△1,829 1,422

セグメント資産 31,150 6,248 37,39810,897 48,296

その他の項目 　 　 　 　 　

  減価償却費 327 46 373 108 482

  のれんの償却額 52 － 52 － 52

  特別損失 　 　 　 　 　

   (減損損失) － － － 152 152

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

323 86 409 83 493

(注) １　セグメント利益の調整額の主なものは、報告セグメントに帰属しない親会社本社の総務部門等管理

部門に係る経費であります。

２　セグメント資産の調整額の主なものは、親会社での余資運用資金(預金及び有価証券)、長期性投資

資金(投資有価証券)及び総務部門等管理部門に係る資産等であります。

３　セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　
２  地域ごとの情報

(1) 売上高

（単位：百万円）

日本 アジア その他 合計

70,223 4,942 6 75,123

(注)　売上高は顧客の仕向地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

　
３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあ

りません。

　

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　
２  地域ごとの情報

(1) 売上高

（単位：百万円）

日本 アジア その他 合計

64,748 17,764 39 82,552

　(注)　売上高は顧客の仕向地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

　
３  主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

任天堂㈱ 17,005電子デバイス・コンポーネント事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

（単位：百万円）

　

報告セグメント

全社・消去 合計システム・ソ
リューション事

業

電子デバイス・
コンポーネント

事業
計

当期末残高 287 － 287 － 287

(注)　のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

当連結会計年度（自  平成24年４月１日至  平成25年３月31日）

（単位：百万円）

　

報告セグメント

全社・消去 合計システム・ソ
リューション事

業

電子デバイス・
コンポーネント

事業
計

当期末残高 235 － 235 － 235

(注)　のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 614.15円 634.85円

１株当たり当期純利益金額 44.52円 34.65円

(注) １  潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　 ２  １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

当期純利益(百万円) 889 754

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る当期純利益(百万円) 889 754

普通株式の期中平均株式数(千株) 19,987 21,781

３  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 13,768 14,238

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 391 410

(うち少数株主持分)(百万円) (391) (410)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 13,376 13,827

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通
株式の数(千株)

21,781 21,781

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　
【借入金等明細表】

区　　分
当期首残高

(百万円)

当期末残高

(百万円)

平均利率

(％)
返済期限

短期借入金 350 380 0.60 －

１年以内に返済予定の長期借入金 194 131 1.22 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 270 139 1.56
平成26年４月30日～
平成28年11月30日

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他有利子負債 　 　 　 　
　預り保証金 66 64 1.13 －

合計 881 715 － －

(注) １　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しており、加重平均利率の算出方法

は、借入金等の期末残高に対するものだけを捉える方法によっております。

２　預り保証金は、取引先と当社との間で債権等の弁済を担保するため返済期限が定まっておりませんので、「連

結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額」は記載しておりません。

　

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

長期借入金 61 55 22

　

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及

び当連結会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略して

おります。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

　

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 （百万円） 15,365 36,301 56,717 82,552

税金等調整前

四半期(当期)純利益金額
（百万円） 170 368 161 1,405

四半期(当期)純利益金額 （百万円） 80 164 15 754

１株当たり

四半期(当期)純利益金額
（円） 3.69 7.56 0.70 34.65

　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり

四半期純利益金額又は

１株当たり

四半期純損失金額(△)

（円） 3.69 3.87 △6.86 33.95
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,828 6,392

受取手形 ※5
 2,590

※5
 2,124

売掛金 ※1
 22,018

※1
 23,856

商品 3,724 3,125

未成工事支出金 156 69

前渡金 249 201

未収入金 ※1, ※4
 4,138

※1, ※4
 3,667

短期貸付金 ※1
 304 －

前払費用 29 40

繰延税金資産 289 286

その他 4 78

貸倒引当金 △126 △78

流動資産合計 40,206 39,765

固定資産

有形固定資産

建物 1,671 1,747

減価償却累計額 △1,231 △1,259

減損損失累計額 － △151

建物（純額） ※2
 439

※2
 336

機械及び装置 36 36

減価償却累計額 △27 △29

機械及び装置（純額） 8 7

工具、器具及び備品 636 579

減価償却累計額 △521 △502

減損損失累計額 － △0

工具、器具及び備品（純額） 115 75

土地 ※2
 509

※2
 509

有形固定資産合計 1,073 929

無形固定資産

ソフトウエア 106 1,227

ソフトウエア仮勘定 1,024 －

その他 10 9

無形固定資産合計 1,140 1,237

投資その他の資産

投資有価証券 863 942

関係会社株式 921 1,021

破産更生債権等 39 0

繰延税金資産 321 354

その他 127 121

貸倒引当金 △72 △27

投資その他の資産合計 2,201 2,412

固定資産合計 4,415 4,578

資産合計 44,621 44,344
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 ※1, ※2
 22,273

※1, ※2
 22,701

短期借入金 310 310

未払金 ※1, ※4
 5,739

※1, ※4
 4,772

未払費用 232 246

未払法人税等 431 189

未払消費税等 97 132

前受金 1,246 1,259

預り金 53 57

前受収益 4 3

賞与引当金 448 508

資産除去債務 － 66

流動負債合計 30,836 30,247

固定負債

長期借入金 189 69

退職給付引当金 1,048 1,074

資産除去債務 8 8

その他 148 129

固定負債合計 1,395 1,283

負債合計 32,232 31,531

純資産の部

株主資本

資本金 1,585 1,585

資本剰余金

資本準備金 1,037 1,037

資本剰余金合計 1,037 1,037

利益剰余金

利益準備金 203 203

その他利益剰余金

別途積立金 4,834 4,834

繰越利益剰余金 4,582 4,965

利益剰余金合計 9,619 10,002

自己株式 △0 △0

株主資本合計 12,241 12,624

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 148 187

評価・換算差額等合計 148 187

純資産合計 12,389 12,812

負債純資産合計 44,621 44,344
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

売上高

商品売上高 ※1
 55,757

※1
 64,945

工事売上高 ※1
 15,593

※1
 13,477

売上高合計 71,350 78,423

売上原価

商品期首たな卸高 3,020 3,724

当期商品仕入高 ※1
 49,198

※1
 57,267

会社分割による商品受入高 377 －

合計 52,596 60,991

他勘定振替高 － ※2
 74

商品期末たな卸高 3,724 3,125

商品売上原価 48,872 57,791

工事売上原価 ※1
 13,486

※1
 11,711

売上原価合計 62,358 69,502

売上総利益

商品売上総利益 6,885 7,154

工事売上総利益 2,106 1,766

売上総利益合計 8,992 8,920

販売費及び一般管理費

給料及び手当 3,308 3,330

賞与 417 373

賞与引当金繰入額 425 487

退職給付費用 514 548

法定福利費 491 506

地代家賃 199 221

減価償却費 200 418

運送費及び保管費 384 370

旅費及び通信費 569 604

貸倒引当金繰入額 42 △55

その他 1,138 1,176

販売費及び一般管理費合計 7,693 7,981

営業利益 1,298 938

営業外収益

受取利息 2 1

受取配当金 ※1
 43

※1
 109

仕入割引 22 19

不動産賃貸料 ※1
 45

※1
 68

業務受託料 ※1
 100

※1
 127

その他 56 82

営業外収益合計 270 408
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

営業外費用

支払利息 6 4

売上割引 4 3

不動産賃貸原価 13 7

売上債権売却損 5 10

株式交付費 26 －

その他 3 0

営業外費用合計 58 25

経常利益 1,509 1,322

特別利益

抱合せ株式消滅差益 ※3
 484 －

固定資産売却益 ※4
 77 －

投資有価証券売却益 0 －

会員権売却益 0 －

その他 26 －

特別利益合計 587 －

特別損失

固定資産除却損 ※5
 1

※5
 3

投資有価証券評価損 2 －

投資有価証券売却損 81 －

減損損失 － ※6
 152

その他 － 1

特別損失合計 85 157

税引前当期純利益 2,011 1,165

法人税、住民税及び事業税 631 508

法人税等調整額 100 △53

法人税等合計 731 455

当期純利益 1,280 710
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【完成工事原価報告書】

　 　
前事業年度

(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

Ⅰ　材料費 　 6,724 49.9 7,238 61.8

Ⅱ　労務費 　 － － － －

Ⅲ　外注費 　 6,349 47.1 4,174 35.6

Ⅳ　経費 　 412 3.1 298 2.5

　　（うち人件費） 　 (252) (1.9) (219) (1.9)

計 　 13,486100.0 11,711100.0

　 　 　 　 　 　

（注）原価計算の方法は、個別原価計算であります。

なお、原価差額は工事売上原価及び未成工事支出金に配賦しております。

　

EDINET提出書類

八洲電機株式会社(E02812)

有価証券報告書

 83/103



③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 1,176 1,585

当期変動額

新株の発行 409 －

当期変動額合計 409 －

当期末残高 1,585 1,585

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 627 1,037

当期変動額

新株の発行 409 －

当期変動額合計 409 －

当期末残高 1,037 1,037

資本剰余金合計

当期首残高 627 1,037

当期変動額

新株の発行 409 －

当期変動額合計 409 －

当期末残高 1,037 1,037

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 203 203

当期末残高 203 203

その他利益剰余金

別途積立金

当期首残高 4,834 4,834

当期末残高 4,834 4,834

繰越利益剰余金

当期首残高 3,551 4,582

当期変動額

剰余金の配当 △249 △326

当期純利益 1,280 710

当期変動額合計 1,030 383

当期末残高 4,582 4,965

利益剰余金合計

当期首残高 8,588 9,619

当期変動額

剰余金の配当 △249 △326

当期純利益 1,280 710

当期変動額合計 1,030 383

当期末残高 9,619 10,002
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

自己株式

当期首残高 △0 △0

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △0 △0

株主資本合計

当期首残高 10,392 12,241

当期変動額

新株の発行 818 －

剰余金の配当 △249 △326

当期純利益 1,280 710

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 1,848 383

当期末残高 12,241 12,624

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 84 148

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

64 39

当期変動額合計 64 39

当期末残高 148 187

評価・換算差額等合計

当期首残高 84 148

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

64 39

当期変動額合計 64 39

当期末残高 148 187

純資産合計

当期首残高 10,477 12,389

当期変動額

新株の発行 818 －

剰余金の配当 △249 △326

当期純利益 1,280 710

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 64 39

当期変動額合計 1,912 422

当期末残高 12,389 12,812
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

　
(重要な会計方針)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

(1) 商品

総平均法

(2) 未成工事支出金

個別法

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。ただし、平成

10年４月以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法を採用しております。なお、取

得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間均等償却によっております。

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌事

業年度から５年間で均等償却する方法によっております。

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産に

ついては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これによる当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、ソフトウエア（自社利用）については、主として社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期

末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、過去勤務債務については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による按分額を費用処理しております。数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理

しております。

５．収益及び費用の計上基準

工事売上高及び工事売上原価の計上基準

工事売上高の計上は当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につい

ては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基

準を適用しております。

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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(貸借対照表関係)

※１  関係会社に対する資産及び負債は、次のとおりであります。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

売掛金 200百万円 80百万円

未収入金 22百万円 22百万円

短期貸付金 304百万円 －百万円

買掛金 546百万円 381百万円

未払金 11百万円 9百万円

　

※２  担保資産及び担保付債務は以下のとおりであります。

担保資産

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

建物 161百万円 152百万円

土地 29百万円 29百万円

合計 190百万円 182百万円

　

担保付債務

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

買掛金 1,250百万円 1,250百万円

　

３  受取手形裏書譲渡高

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

受取手形裏書譲渡高 52百万円 6百万円

　

※４  包括代理受注契約に基づく取引残高

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

未収入金 4,047百万円 3,590百万円

未払金 4,935百万円 4,408百万円

包括代理受注契約とは、請負者の代理人として契約する取引であります。

　

※５  期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

受取手形 211百万円 191百万円
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(損益計算書関係)

※１  関係会社に対する取引高は、次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

売上高 764百万円 275百万円

仕入高 1,577百万円 1,346百万円

不動産賃貸料 37百万円 37百万円

業務受託料 92百万円 110百万円

受取配当金 22百万円 91百万円

　

※２　他勘定振替高は、流動資産のその他（保険未決算勘定）に振替えた金額であります。

 

※３　抱合せ株式消滅差益は、当社の完全子会社である㈱ヤシマ・エコ・システムを分割会社とし、当社を承

継会社とする吸収分割に伴い計上したものであります。

　

※４  固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

　建物 3百万円 －百万円

　工具、器具及び備品 2百万円 －百万円

　土地 71百万円 －百万円

合計 77百万円 －百万円

　

※５  固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

　建物 0百万円 2百万円

　工具、器具及び備品 1百万円 0百万円

合計 1百万円 3百万円

　

※６  減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　
用途 種類 場所 金額(百万円)

遊休資産 建物 東京都 151

遊休資産 工具、器具及び備品 東京都 0

遊休資産 電話加入権 東京都 0

　当社は、原則として、継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分(会社別、事業別かつ事業所

別)を単位としてグルーピングを行っており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っ

ております。

　上記資産については、遊休資産となっておりますが、売却の意思決定がなされたため、回収可能価額は

売却見込額に基づいて算定しております。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 1,045 64 － 1,109

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取による増加　64株

　

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

　普通株式（株） 1,109 75 － 1,184

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取による増加　75株

　
(リース取引関係)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

(単位：百万円)

　 前事業年度

(平成24年３月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

工具、器具及び備品 6 5 0

(単位：百万円)

　 当事業年度

(平成25年３月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

工具、器具及び備品 － － －

　

(2) 未経過リース料期末残高相当額

(単位：百万円)

　 前事業年度

(平成24年３月31日)

当事業年度

(平成25年３月31日)　

1年内 0 －

1年超 － －

合計 0 －
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(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

(単位：百万円)

　 前事業年度

(自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日)

当事業年度

(自　平成24年４月１日

至　平成25年３月31日)　

支払リース料 2 0

減価償却費相当額 2 0

支払利息相当額 0 0

　

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

　

(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、子会

社株式及び関連会社株式の時価を記載しておりません。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額は

次のとおりです。

(単位：百万円)

区分
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

子会社株式 921 1,021
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(税効果会計関係)

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

(繰延税金資産) 　 　

　流動資産 　 　

　　未払事業税 33百万円 19百万円

　　貸倒引当金 47百万円 29百万円

　　賞与引当金 170百万円 193百万円

　　その他 38百万円 45百万円

　　繰延税金資産合計 289百万円 286百万円

　固定資産 　 　

　　退職給付引当金 373百万円 383百万円

　　会員権 15百万円 12百万円

　　長期未払金 29百万円 23百万円

　　減損損失 －百万円 57百万円

　　その他 34百万円 23百万円

　　小計 453百万円 501百万円

　　評価性引当額 △56百万円 △48百万円

　　繰延税金資産合計 397百万円 453百万円

　　繰延税金負債(固定)との相殺額 △75百万円 △98百万円

　　繰延税金資産の純額 321百万円 354百万円

　 　 　

(繰延税金負債) 　 　

　固定負債 　 　

　　その他有価証券評価差額金 75百万円 98百万円

　　繰延税金負債合計 75百万円 98百万円

　　繰延税金資産(固定)との相殺額 △75百万円 △98百万円

　　繰延税金負債の純額 －百万円 －百万円

　

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

法定実効税率 40.69％ －％

（調整） 　 　

　交際費等永久に損金に算入されない項目 1.64％ －％

　評価性引当額 △0.02％ －％

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.78％ －％

　住民税均等割額 0.92％ －％

　抱合せ株式消滅差益 △9.79％ －％

　税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 3.81％ －％

　その他 △0.10％ －％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.37％ －％

（注）当事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５

以下であるため注記を省略しております。
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(資産除去債務関係)

前事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

資産除去債務の金額的重要性が低いため、記載を省略しております。

　
当事業年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

資産除去債務の金額的重要性が低いため、記載を省略しております。

　
(１株当たり情報)

　

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 568.83円 588.23円

１株当たり当期純利益金額 64.04円 32.60円

(注) １  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

当期純利益(百万円) 1,280 710

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,280 710

普通株式の期中平均株式数(千株) 19,987 21,781

３  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 12,389 12,812

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 12,389 12,812

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通
株式の数(千株)

21,781 21,781

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)

投資
有価証券

その他
有価証券

㈱日立製作所 210,000 114

㈱丸井グループ 99,000 96

東京急行電鉄㈱ 100,000 70

JFEホールディングス㈱ 30,855 54

旭化成㈱ 81,000 50

日油㈱ 102,353 47

ラサ商事㈱ 100,000 46

昭和電工㈱ 307,154 43

北越紀州製紙㈱ 75,000 33

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 54,040 30

㈱リコー 21,950 22

高砂熱学工業㈱ 28,100 21

日本精工㈱ 29,000 20

その他52銘柄 528,421 291

小計 1,766,874 942

計 1,766,874 942

　
【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高

(百万円)

当期増加額

(百万円)

当期減少額

(百万円)

当期末残高

(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は

償却累計額

(百万円)

当期末減損
損失累計額

(百万円)

当期償却額

(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　建物 1,671 83 6 1,7471,259 151
184

(151)
336

　機械及び装置 36 0 － 36 29 － 2 7

　工具、器具及び備品 636 18 76 579 502 0
57

(0)
75

　土地 509 － － 509 － － － 509

有形固定資産計 2,852 103 83 2,8731,792 151
243

(151)
929

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウエア 558 1,450 311 1,697 470 － 329 1,227

　ソフトウエア仮勘定 1,024 5 1,029 － － － － －

　その他 10 －
0

(0)
9 － － － 9

無形固定資産計 1,5931,455
1,341

(0)
1,707 470 － 329 1,237

(注)１　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

ソフトウエア　　　　　　統合基幹系業務ソフト　　　1,417百万円

２　当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

ソフトウエア仮勘定　　　統合基幹系業務ソフト　　　1,026百万円

なお、当期減少額のうち（　）内は内書きで減損損失の計上額であります。

３　当期償却額のうち（　）内は内書きで減損損失の計上額であります。
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【引当金明細表】

区分
当期首残高

(百万円)

当期増加額

(百万円)

当期減少額
(目的使用)

(百万円)

当期減少額
(その他)

(百万円)

当期末残高

(百万円)

貸倒引当金 199 78 39 132 105

賞与引当金 448 508 448 － 508

(注)　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、入金及び洗替による取崩であります。

　
(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額(百万円)

現金 3

預金 　

　当座預金 6,372

　普通預金 15

　別段預金 1

計 6,389

合計 6,392

②　受取手形

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

㈱島津理化 158

西華産業㈱ 118

日本軽金属㈱ 102

茨木・大成化工㈱ 94

北越紀州製紙㈱ 89

その他 1,561

合計 2,124

期日別内訳

期日 金額(百万円)

平成25年４月満期 772

平成25年５月満期 412

平成25年６月満期 342

平成25年７月満期 486

平成25年８月満期 55

平成25年９月満期 53

平成25年10月以降満期 0

合計 2,124
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③　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

任天堂㈱ 2,860

東武鉄道㈱ 1,453

JFEスチール㈱ 1,141

日新製鋼㈱ 899

㈱日立製作所 816

その他 16,684

合計 23,856

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
(百万円)

当期発生高
(百万円)

当期回収高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

回収率(％)
滞留期間(日)

　 (A)＋(D)　

(A) (B) (C) (D) 　
(C)

×100　

２

　(B)
(A)＋(B) 365

22,018 81,416 79,578 23,856 76.9 102.8

(注)　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

④　商品

セグメントの名称 金額(百万円)

システム・ソリューション事業 2,193

電子デバイス・コンポーネント事業 932

合計 3,125

⑤　未成工事支出金

セグメントの名称 金額(百万円)

システム・ソリューション事業 69

合計 69

⑥　未収入金

相手先 金額(百万円)

防衛省 1,294

㈱NTTファシリティーズ 720

ジャパンマリンユナイテッド㈱ 483

国土交通省 387

西華産業㈱ 299

その他 481

合計 3,667
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⑦　買掛金

相手先 金額(百万円)

㈱日立製作所 10,176

㈱ジャパンディスプレイ 3,067

日立アプライアンス㈱ 1,971

㈱日立産機システム 1,005

㈱日立プラントメカニクス 723

その他 5,756

合計 22,701

⑧　未払金

相手先 金額(百万円)

㈱日立製作所 2,992

日立アプライアンス㈱ 900

㈱日立プラントメカニクス 271

日立GEニュークリア・エナジー㈱ 165

㈱日立物流 65

その他 377

合計 4,772

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所 －

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

　当社の公告は、電子公告により行います。ただし、事故その他やむを得ない事由によ

り、電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行いま

す。

　なお、電子公告は当社のホームページ(http://www.yashimadenki.co.jp)に掲載して

おります。

株主に対する特典
９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された１単元(100株)以上を保有されている

株主に対し、1,000円相当の商品又は寄付のいずれか１つをお選びいただきます。

(注)　当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができません。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

取得請求権付株式の取得を請求する権利

募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1)　有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第68期(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)　平成24年６月27日関東財務局長に提

出。

(2)　内部統制報告書及びその添付書類

平成24年６月27日関東財務局長に提出。

(3)　四半期報告書及び確認書

第69期第１四半期(自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日)　平成24年８月７日関東財務局長に

提出。

第69期第２四半期(自　平成24年７月１日　至　平成24年９月30日)　平成24年11月14日関東財務局長に

提出。

第69期第３四半期(自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日)　平成25年２月14日関東財務局長に

提出。

(4)　臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)

の規定に基づく臨時報告書　平成24年６月28日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号(代表取締役の異動)の規定に基づく臨時報

告書　平成25年２月20日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成25年６月26日

八洲電機株式会社

取締役会　御中

　

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 平　　井　　　　　清　　㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 河　　合　　宏　　幸　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている八洲電機株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明

細表について監査を行った。

　
連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証

を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸

表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討するこ

とが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、八洲電機株式会社及び連結子会社の平成25年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、八洲電機株式会社

の平成25年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法

人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、八洲電機株式会社が平成25年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成25年６月26日

八洲電機株式会社

取締役会　御中

　

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 平　　井　　　　　清　　㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 河　　合　　宏　　幸　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の第２項第１号の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている八洲電機株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第69期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属

明細表について監査を行った。
　
財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当

監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と

適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、八洲電機株式会社の平成25年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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